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   △開  会 

○委員長（佃 昌樹）ただいまから企画経済委

員会を開会いたします。 

 本日の委員会は、お手元に配付いたしておりま

す審査日程により審査を進めたいと思いますが、

御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと思いますの

で、そのように審査を進めます。 

 なお、当局においては４月に人事異動がありま

したので、各課の説明の際に異動があった職員の

紹介をいただきたいと思いますので、御了解をお

願いいたします。 

 ここで２名から傍聴の申し出がありますので、

これを許可します。なお、会議の途中で追加の申

し出がある場合には委員長において随時許可をい

たします。 

 それでは、審査に入っていきます。その前に、

まず、農林水産部長に挨拶を願います。 

○農林水産部長（高橋三丸）おはようございま

す。去る４月１日付人事異動によりまして農林水

産部長を拝命いたしました高橋でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

────────────── 

   △農業委員会事務局の審査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、農業委員会事

務局の審査に入ります。 

 ここで職員の紹介をお願いします。 

○農業委員会事務局長（矢野信之）職員の異

動につきましては自分だけであります。本年４月

１日付で農業委員会事務局長を拝命いたしました

矢野です。よろしくお願いいたします。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、所管事務調査

を行います。 

 当局から所管事務についての報告をお願いしま

す。 

○農業委員会事務局長（矢野信之）それでは、

平成２５年６月議会企画経済員会資料として、農

業委員会から提出しております資料をお開きいた

だきたいと思います。 

 まず、最初に農業委員会の主な活動について御

報告いたします。現地調査と申しますのは農業委

員会に付議する案件につきまして、農業委員２名、

職員１名で班を編制をし、それぞれの地域を現地

調査という形で回るものであります。検討委員会

は委員１３名で、農業委員会が抱えております、

来年４月までの任期に向けての定数の問題、権限

移譲の問題、その他、農業委員会にかかわる案件

等を検討する委員会であります。運営委員会は

６名の委員で構成をし、農業委員会総会に諮るべ

き案件、議会で申しますと議会運営員会と同じよ

うなことを行う組織であります。 

 そして、農業委員会総会という形で現在、４月、

５月、６月となっておりますが、本日午後から農

業委員会の総会を開く予定でございます。 

 第２項目でありますが、農業委員の変更がござ

いました。農業共済組合から推薦を受けて選任し

ておりました三島廣章委員が５月３１日をもって

任期満了となり、その後任として内山義貞氏が推

薦されまして、先日２６日に市長から辞令を交付

されたところであります。 

 第３項でありますが、農地法に基づく許認可事

務、農業委員会における最も大きな事務ですが、

農地法第３条、すなわち、農地につきまして現状

の状態で売買等を行う、または、賃貸借を行うな

どのものでありますが、件数で１３件。これは議

案の件数と思ってください。そして、筆数２４筆、

面積が１万７，０３７平米の異動等がございまし

た。 

 ４条、５条は県の権限に属する事項ですが、市

農業委員会のほうの議決を経て県のほうに進達を

するものであります。４条のほうは農地以外の用

に供する、すなわち、例えば宅地にかえたり、太

陽光を設置したりする案件等であります。 

 ５条のほうは所有者以外の者に農地を他の目的

で宅地にかえたり、道路用地にかえたりするなど

異動させるものでありますが、合計で４月は

５３件の議案、筆数で９５筆、６万８，９０１平

米の異動がありました。 

 あけていただきまして、５月でありますが、こ

こは合計のところを見ていただきたいと思います。 

 ４５議案、７９筆の異動、５万４８９平米の異

動がありました。累計で４月、５月分であります

が 、 １ １ １件 の 議案 で １ ７ ４ 筆 、１ １ 万
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９，３９０平米の異動があったものであります。

参考といたしまして、平成２４年度の状況等をお

示ししております。農地流動化の推進につきまし

ては、達成率のところを見ていただきたいんです

が、２４年度は８８．９％の異動だったというこ

と。契約満了に伴うお知らせ活動ですが、これは

農地流動化を進める上で、賃貸借または使用貸借

の期間が過ぎた場合に、相手方のほうに知らしめ

て継続契約等をお願いする案件でありますが、契

約達成率が筆数で２４．８％、面積で２８．９％、

未契約農地が、残念ながら４０万３，９５０平米

残っております。 

 耕作放棄地の発生防止と解消につきましては、

まず、農地が減少している状態でありますが、非

農地判断とは、農業委員会におきまして当該農地

が農地としての機能を有してないと、農地として

は使わないと判断するのが非農地判断であります

が、計で３３３．５ヘクタールについて行い、農

地転用等が２０．２ヘクタール行われ、合計で

３５３．７ヘクタールの農地減少があったという

ことであります。 

 年度末の農地面積が記載のとおり、２４年度末

農地面積が９，５１４．３ヘクタールという形で

あります。 

 あけていただきまして、耕作放棄地解消の実態

ということで、各川内地域、樋脇地域、入来地域、

東郷地域、祁答院地域、甑地域というふうにまと

めてありますので、お目通しをお願いいたします。 

 そして、委員会活動の促進ということで、法令

に基づく業務、先ほど申し上げました農業委員会

における許可権限に属する事項等の件数、そして、

農業者年金法に基づきます推進事務等があり、農

業振興業務といたしまして、農業、農業者に対す

る情報の提供ということで、全国農業新聞の普及

活動、それから、認定農業者と農業委員の語る会

を開催したところでございます。 

 以上、参考としてお目通ししていただきたいと

思います。以上で、説明を終わります。よろしく

お願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（成川幸太郎）ちょっと教えていただき

たいんですが、今、説明いただいた中で４ページ

の耕作放棄地解消の実態ということで、一般的に

は耕作放棄地というのはふえ続けているんじゃな

いかと思っていたんですが、平成２３年度末から

平成２４年度末になると耕作放棄地が減っている

んですけど、この要因というのは何なんでしょう

か。 

○農業委員会事務局長（矢野信之）ただいま

成川議員のほうから御質問がありました、耕作放

棄地が実質的にはふえているんじゃないかという

御質問でございますが、まず、最初の入り口のと

ころで非農地判断を行います。非農地判断を行う

ことで全体における農地面積の分母のところにあ

るべきものが、農業委員会が行うのは守るべき農

地を、まず、確保すること。すなわち農家のほう

が、農地として使える面積等を、また、確保する

という形で行っております。そこで非農地判断を

行う形によりまして、全体面積が減るという形に

なっております。 

 詳細につきましては、グループ長のほうから説

明させます。 

○農地管理グループ長（萩原輝海）耕作放棄

地の解消ですけれども、農地の再生につきまして

営農再開が５４ヘクタール、保全管理が１１．

３ヘクタール、整備後再開できるものが０．５ヘ

クタールと見込んでおります。 

 また、非農地判断が３３３．５ヘクタールでご

ざいます。これによりまして、農地が減少してい

るという状況でございます。 

○議員（成川幸太郎）結局、耕作地がふえたわ

けじゃなくて、もう非農地という判断をされたた

めに、耕作放棄地が減ったということになるわけ

ですね。はい、わかりました。 

○議員（杉薗道朗）いつも言われることですけ

ど、この耕作放棄地の、いわゆる現状の雑草繁茂

といいましょうか、これの対策というのは、農業

委員会を含めて、いろいろされていると思うんで

す。現状としてなかなかいたちごっこみたいな感

じがするんです。そこらあたりの対策をどのよう

に進められているのか、お示しください。 

○農業委員会事務局長（矢野信之）杉薗議員

からの御質問にお答えいたします。現在において

耕作放棄地に対する解消方法について、どのよう
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に検討しているかということでありますが、まず、

本年度におきましては、これまで農振、農用地に

ついては耕作放棄地は発生しないという考え方を

しておりましたが、この考え方を改めまして、農

振、農用地にあっても耕作放棄地は存在するんだ

と、それをまず、実態調査を行った上で、そのと

ころで当該耕作放棄地が使える農地であるならば、

先ほどの３条関係、農地としての利用促進を図る

ために、例えば遠距離農業というのもあるんです

が、通勤農業という形があるんですが、まず、そ

のような形で農業意欲のある方々へのあっせん等

を行うと。そして、完全に使えない、すなわち山

林化、もう既に樹木等が生えて山林化しているも

の等につきましては、先ほど申し上げました非農

地判断を行って農地から除外すると。これにつき

ましては、その次にきますのが農振、農用地の除

外地というのがありますが、これにつきましては

農政課のほうの所管事務になりますので、農政課

と協議をしながら解消等に向けてもっていくと。

現在におきましては太陽光を設置したいというの

が来ておりますので、それにつきましては原則と

して農振、農用地はバツ、第一種農地はバツと、

できないという形になってますので、そこらのと

ころを農地所有者のほうにちゃんと説明をしなが

ら、適正な農地転用ができるように指導等を行う

としております。 

 まずは、今年度は農振、農用地についての調査

から行うということで御理解をお願いいたします。 

○議員（杉薗道朗）わかりました。耕作放棄地、

特に市内近辺でもあるように思いますし、いろい

ろ地域住民の方からも苦情等々もありますので、

今、お話をされましたとおり、また、鋭意努力し

ていただければなと思います。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、農業委員会事務局を終わります。御苦

労さまでした。 

────────────── 

   △農政課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、農林水産部に入り

ます。 

 ここで、六次産業対策監に挨拶を願います。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）おはようござ

います。４月１日付の人事異動によりまして農林

水産部六次産業対策監を拝命いたしました、小柳

津でございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（佃 昌樹）それでは、農政課の審査

に入ります。 

 ここで職員の紹介をお願いします。 

○農政課長（上戸健次）今回の４月１日の異動

につきましては、私だけでありまして、４月１日

から農政課長を拝命いたしました上戸です。よろ

しくお願いします。 

────────────── 

   △議案第８８号 薩摩川内市農林漁業の六

次産業化の促進に関する条例の制定につい

て 

○委員長（佃 昌樹）それでは、まず、議案第

８８号薩摩川内市農林漁業の六次産業化の促進に

関する条例の制定についてを議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○農政課専門職（山元義一）議案第８８号薩摩

川内市農林漁業の六次産業化の促進に関する条例

の制定についてでありますが、議案その１の

８８－１ページをお開きください。 

 それでは、薩摩川内市農林漁業の六次産業化の

促進に関する条例の制定について説明いたします。 

 提案理由につきましては、本会議で説明してご

ざいますので、省略いたします。 

 条例の内容につきましては、８８－２から

８８－４ページにございますが、説明につきまし

ては、別に準備いたしました農林水産部の議会資

料でさせていただきますので、農林水産部議会資

料を準備してください。 

 よろしいでしょうか。１ページをごらんくださ

い。条例案の骨子について説明いたします。 

 １、目的につきましては、農林漁業の六次産業

化の実施を支援するための措置を講ずることによ

り、本市の重要な産業である農林漁業の振興及び

農林漁業経営の改善を図り、もって本市の経済社

会の活力の向上に寄与することとしました。 

 ２、六次産業化基本計画の策定につきましては、

市長は、農林漁業の六次産業化の促進に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を図るため、六次産

業化基本計画を定めるものとしました。 

 ３、補助金の交付等につきましては､（１）とし

て、市長は、農林漁業の六次産業化を実施する農

林漁業者等に対し、予算の範囲内において、その
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実施に必要な費用の一部を補助金として交付する

ことができることとしました。 

 次に、（２）として、農林漁業者等が（１）の

補助金の交付を受けて農林漁業の六次産業化を実

施しようとするときは、あらかじめ、六次産業化

実施計画を市長に提出し、その承認を受けなけれ

ばならないこととしました。 

 ４、六次産業化法に基づく総合化事業計画の取

り扱いにつきましては、六次産業化法（地域資源

を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及

び地域の農林水産物の利用促進に関する法律）に

基づく認定を受けた総合化事業計画については、

本条例に基づく承認を受けた六次産業化実施計画

とみなして、本条例の規定を適用することができ

ることとしました。 

 ５、附則の内容につきましては、（１）として、

施行期日につきましては、平成２６年４月１日と

し、ただし、条例第３条の六次産業化基本計画の

策定に関する規定は、公布の日としました。 

 （２）その他としまして、条例第４条第１項の

補助金については、薩摩川内市補助金等基本条例

の規定の適用の特例を設けることとしました。 

 以上で、議案第８８号薩摩川内市農林漁業の六

次産業化の促進に関する条例の制定についての説

明を終わります。 

 続きまして、関連がございますので、企画経済

委員会資料の１ページをごらんください。Ａ３サ

イズのものでございます。 

六次産業化に関する他市の支援制度について記

載してございます。全国的に見ましても、独自の

助成制度を創設している市町村は少ない状況にあ

ります。その中でもハード事業に対する助成制度

は、特に少ない状況がございます。このような中

で、視察を行いました宮崎市、久留米市、玉名市

の支援制度と県内の鹿屋市の助成制度について記

載してございます。 

 まず、宮崎市につきましては、ハード事業の支

援制度を創設しております。支援制度の概要を左

側の項目、目的、対象者、支援内容、補助率、上

限金額、事業計画書等、審査会に分けて記載して

ございます。 

 次に、右側に移りまして、久留米市につきまし

ては、ソフト事業を助成してございます。あけて

いただきまして、２ページには、玉名市と鹿屋市

のソフト事業を参考として掲載してございます。 

以上で、議案及び企画経済委員会の資料の説明

を終わります。御審査よろしくお願いいたします。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）私のほうから

若干補足をさせていただきます。 

 今回、提案をいたしました条例の概要は、今、

山元専門職から御説明を申し上げたとおりでござ

いますけれども、まず、農林水産部内の事務の分

担体制でございます。 

 所管課は農政課でしておりますけれども、農政

課の中で、今、御説明をいたしました山元専門職、

それから、きょうちょっと後ろに来てますけれど

も、農政課の有馬専門員です。それと私と３名体

制で、この６次産業化についての検討を４月以降、

行っております。それが１点です。 

 次に、２点目でございます。本会議でも若干御

質問いただきまして、その中で御説明いたしまし

たけれども、この条例を今定例会で可決、成立い

ただきましたら、その後のスケジュールのことで

ございますけれども、先ほど条例の概要の中でも

基本計画の話が出てまいりましたけれども、仮に

今定例会で可決成立いただきました後に、直ちに、

この基本計画の策定作業を開始をしたいというふ

うに考えております。 

 この基本計画は本会議でも御説明いたしました

が、年度内に策定をする予定でございます。うま

くいけば、１２月議会の段階で、その時点で骨子、

あるいは、その検討状況について御説明ができる

かもしれません。 

 それから、この条例に基づく、４条の規定に基

づく補助金の補助制度の検討ですけれども、こち

らも条例を可決成立いただきました後に､直ちに、

できるだけ速やかに各地域に御相談といいますか、

御意見をお伺いに行きたいというふうに思ってお

ります。 

 今、宮崎市、それから久留米市、玉名市等々の

事例を御紹介をいたしましたけれども、こういう

例をお示しをしながら、いろいろ各地域の農林漁

業者と関係者の御意見を伺いまして、最終的には

２６年度当初予算審議の中で、また、この議会で

制度の詳細を御説明して御審査をいただきたいと

いうふうに考えております。 

 それから､最後、３点目でございます。本会議で

も地域成長戦略に関する御質問が何人かの議員か
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らあったかと思います。この地域成長戦略と､今回

の６次産業化との関係でございますけれども、御

案内のとおり地域成長戦略の中に、食品ビジネス

という分野が戦略分野として設定をされておりま

す。６次産業化に関する政策につきましては、全

てではないんですけど、食品ビジネスの非常に大

きなパーツになるというふうに思っております。 

 ６次産業化の検討も、今、申し上げたとおり、

これからですが、食品ビジネス全体の検討も、こ

れからでございまして、詳細は今後ということに

なるんですけれども、この後、この委員会でも御

説明あると思いますけど、企画政策課で所管をい

たします食品ビジネスの研究会、こちらと整合を

図りながら検討を進めていきたいという考え方で

ございます。以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま当局からの説明が

ございました。これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（川畑善照）大変、６次産業化というこ

とで、将来の展望が開けるんじゃないかと思うん

ですが、一次産業というのは農林・水・畜、それ

ぞれあるわけですけれども、これに該当するのは

一次産業だけなのか、企業とのマッチングという

か、そういうところと、例えば薩摩川内市で企業

が出てきて、こういう６次産業化を図りたいとい

うことの問題、あるいは現在、薩摩川内市にある

企業が特産品的な、例えば販売場所をつくったり、

加工したりとするのにも該当するのか、そういう

機運が高まってくればと思うんですが、それは、

どうお考えでしょうか、マッチングの問題。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）この条例、ま

ず、目的規定をごらんいただきますと、この条例

の目的が、その農林漁業者の所得の向上、農林漁

業経営の改善となっています。結論から申し上げ

ますと、その目的から引っ張られてきて、第２条

のところで、農林漁業者等の定義がありますけど、

この条例に基づく対象は、基本的に農林漁業者及

び組織する団体ということになります。一般的に、

いわゆる６次産業化といったときに、我々、大き

く２通りあると思ってまして、いわゆる今、委員

から御指摘のあったような農外の企業なんかが農

業に参入をして、いわゆる生産から加工販売もす

るケース、それが私どもは、広い意味での６次産

業化だと思ってます。 

 もう一つは、この条例で対象にするような農林

漁業者が加工販売に進出をして、所得の改善と農

林漁業経営の改善を目指すケース、これが狭い意

味での６次産業化だと思ってますけど、この条例

は、目的規定で、その農林漁業経営者の経営の改

善というふうにおいてますので、その狭い意味で

の六次産業化を対象としています。 

 ただ、議員から御指摘あった部分について、条

例の対象外になるから、一切面倒を見ないという

ことではなくて、我々は、農商工連携という言い

方をしていますけど、農商工連携という範疇の中

で別途、その対策といいますか、支援策なんかは

きちんと考えたいと思っています。 

 先ほど御説明した、その基本計画の中も単純に、

その基本計画は条例に基づくものですので、本当

は協議の６次産業化の部分だけ書けば、ちょっと

言い方、語弊あるかもしれませんけど、書けば済

むかもしれませんけど、その農商工連携の部分、

いわゆる加工業者だとか、流通業者から農業に入

ってくる。あるいは農業者と連携をしたいという

ような場合について、どういうスタンスで、どう

いうふうな施策を打っていくのかというのを、可

能な限り盛り込みたいという考え方でございます。 

 条例の対象は、その農林漁業が加工販売に出て

いくという考え方に立っています。以上です。 

○委員（川畑善照）私は将来的には農商工連携

で行くべきであって、それが６次産業の拡大につ

ながるんじゃないかなと思っておるものですから、

いずれにしましても、１次産業でそうやった場合

に販路的な問題とか、あるいは、いろんな枠が小

さくなる気がするもんですから、将来的展望を十

分考えて、もし将来的な考えがあれば、早い機会

に拡大化していくような対策が必要じゃないかと、

でなければ投資力があるのは、やっぱり企業だと

思うんです。そういうところを十分考えて発展的

になっていくことを期待いたしまして、意見とさ

せていただきます。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）意見でございます。 

 ほかに。 

○委員（宮里兼実）最初、対策監が３名体制で

いきますとおっしゃいましたけれども、これだけ

の範囲とか事業内容を見たときに３名体制で、果

たしてやっていけるのか、大丈夫なのかと、いか

がですか。 



－7－ 

○六次産業対策監（小柳津賢一）ちょっと非常

に答弁しづらいんですけど、私も一人でも多く人

員はほしいという考え方は持っています。今は

３名体制ですけど、実際に制度が動き出して、今、

川畑委員からも御指摘ありましたとおり、例えば

農外の企業なんかと、いろいろ話をコーディネー

トしていったり、あるいは、いわゆる農外からの

参入の部分について、６次産業化の促進という観

点から、やっぱり手を打つと言ってきたときに、

来年４月以降、実際に条例が施行されてまいりま

すので、それ以降の組織体制の拡充については担

当部局にも要望はしていきたいという考え方でご

ざいます。以上です。 

○農林水産部長（高橋三丸）今の六次産業対策

監を初め３名の職員ですけど、農林水産部５２名

の職員、５名の嘱託、５７名の職員体制でござい

ます。当然、全ての課に関連ある事業でございま

すので、全職員一丸となって取り組んでまいりた

いと考えております。 

○委員（宮里兼実）なぜ、今、３名で大丈夫か

と質問したわけは、これまでも薩摩川内市が日本

全国なんですけれども、農業にしても商業にして

も、ここ何十年となく冷え切った状態が続いてお

る中で、何でもかんでも補助と、ここに、それこ

そ久留米市とかありますけれども、こんな３０万

円とか５０万円とか、これはただ見せかけの、魚

を釣るえさのような気がするんです。やはりこの

久留米市のを見たときに、商品開発とか販路拡大

というのに、この３０万円とか５０万円とか、こ

れぐらいの、それこそ補助をいただいても、何を

しているのかわからんような補助金額になると思

うんです。 

 ですから、やはりこれからは本当に真剣にやっ

ていこうかと思えば、この３０万円を３００万円

とか、５０万円を５００万円とかと、やっぱり小

出しにちょろちょろ出すような補助制度じゃなく

して、もう少しどんと出してやってもらわなけれ

ば、やはりやる人も中途半端なことになって長く

続かないと、途中で挫折してしまうというような、

今までも、そういうのを見たり聞いたりしており

ますので、もうちょっとそういったところを本当

に真剣に、これからやっていただきたいと思って

おる中で、３人体制ということで、果たして、少

ない人数でということもありますけれども、やは

りもうちょっとそういうところに力を入れて真剣

に取り組んでいただきたいという気持ちでござい

ます。要望でございます。 

○委員長（佃 昌樹）はい、要望です。 

○委員（谷津由尚）御説明いただいたかもわか

りませんが、ちょっと私が聞き漏らしたかもしれ

ません。１点、質問です。この６次産業を進める

に当たって、その所管部局を越える現象というの

は、当然、出てくると思います。例えば、観光要

素が入ってきますと商工観光部、あるいはコミュ

ニティという形で、例えばコミュニティビジネス

という形になりますと、企画政策部という形で、

部局を越える対応になってくるかと思うんですが、

そういう場合の対応、例えば、６次産業のこの

３名の方を中心に全窓口を、ここでやられるんだ

よということになるのか、その辺の責任の範疇と

いうのは、どうなるんでしょうか。 

○六次産業対策監（小柳津賢一）まず、ちょっ

と遠回りになるかもしれませんけど、順を追って

御説明をいたします。その部局間の横の連携体制

について、今の現時点の段階を申し上げますと、

この条例ができて、まず、さっき申し上げた基本

計画の策定作業というのが出てまいります。そこ

の段階で、まず、関係部局の、その基本計画を庁

内検討するに当たって、今、副委員長がおっしゃ

ったような部課含めて、関係部局の組織といいま

すか、会議といいますか、それの立ち上げをした

いと思っています。 

 その中で我々、今、３名体制の人間がどういう

ふうになってくるかということなんですけど、当

然、その会議全体を私どもが取りまとめて、会議

の主催も含めて、中心的な役割で進めていきたい

という考え方でございます。 

 来年４月以降、今のはちょっと庁内の検討体制

としての話ですから、４月以降どうなってくるか

というのは、先ほど宮里委員からも御質問あって、

人員がどう拡充するかという部分にもちょっとか

かってはきますけど、基本的には、そういう今年

度にできた検討体制をベースにして、やはり我々

のほうである程度きちんと全体の取りまとめ、窓

口的な部分を、役割を果たしながら、あとは個別

の案件に応じて、場合によっては企業・港振興課、

場合によっては商工振興課、あるいは観光・シテ

ィセールス課、そういったところと個別に連携を
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して、いろいろな事務を進めていくというふうな

感じになるのではないかという、あくまでもイ

メージ的なちょっと御説明ですけど、そういうふ

うに考えております。以上です。 

○委員（谷津由尚）ぜひ、そうあってほしいと

思います。理由は二つです。一つは、本市の１次

産業において、この６次産業というのは、まさに

維持する、後継者、あるいは就業人口をふやすと

いう、その中心に来る政策になるだろうと思われ

ます。これが一つ。ですから、これは必ず活性化

しなければいけない。これをもって成功させなけ

ればいけないと思っています。そういう意味では

非常に重要な事業になるだろうと思います。その

役を担われるわけですので、必ず、この貴部所が

中心になって、この一連の６次産業化ということ

を本当に市に波及していただきたいというのが一

つ。 

 もう一つが先ほど言いましたように、この市長

部局の中で横の連携をとれる前例として、やはり

これを成功させていただきたいと思うんです。市

民から見た場合、どうしても、この市長部局の壁

というのはあるんです。特に今から６次産業とか、

こういう形で事業を起こそうという方においては、

これが物すごい障害になる場合は、私は絶対にあ

ると思うんです。ですから、少なくとも市民から

見た、市民目線で見たときに、そういう障害とい

うのは撤廃して、取っ払ってやるのが、今からの

行政の方の役目ではないかと思います。そういう

意味で、この大きな二つの意味からして、必ず、

このことを成功させていただきたいと思います。

以上です。 

○委員長（佃 昌樹）意見・要望でございます。 

○委員（宮里兼実）最後に、あまり振ったから、

もう振ったところにお任せしますというんじゃな

くして、やはり頭があるわけですから、最後まで、

振ったら最後まで真剣に取り組んで、あそこに振

りました、この課に振りましたで終わらないよう

に、最後までびしっと発展するような政策をとっ

ていただきたいと、要望しておきます。 

○委員長（佃 昌樹）はい、要望であります。 

○委員（川畑善照）私は、もう全ての課におい

て言っているんですけれども、やっぱりセクト主

義を外す意味ではプロジェクトチームをつくるぐ

らいの意欲を持ってやらなければ中途半端に終わ

りますよというのを一応、申し上げたいんです。

ですから、全ての課が、もう先ほど副委員長のほ

うからもありましたけど、全てに影響してくるん

です。関係してくるんです。観光・シティセール

ス課も商工振興課も、あるいは全ての農業関係課

も、市民スポーツ課も文化課も、それを本当、市

長部局でしっかりと議論してセクトを外す努力を

していただきたいなと、この６次産業を、特にそ

う思います。 

○委員長（佃 昌樹）特に要望がございました。 

 質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（成川幸太郎）要望になるかもしれませ

んけれども、確かに六次産業化の促進に関する条

例が策定されていくということは、一つのきっか

けだと思うんですが、先ほど川畑委員のほうから

言われたように、非常に１次産業の方が６次産業

化に取り組むというのは、非常に大きなハードル

があると思うんです。 

 その前に、目的の中に農林漁業者の所得の確保

ということがあるんですが、今、いろんな物産館

とか、あるいは流通業の中において地産地消コー

ナーというのを設けておりまして、これはもう生

産物をそのまま生産者の方が販売するというシス

テムになっています。市場を通せば手数料を引か

れますけれども、単なる販売手数料だけで直接支

払いみたいな形で所得がすぐ入るということで喜

んでいらっしゃいます。 

 先ほど言われたように、そこで１次産業を営ま

れる方が、まず、ある程度の所得を確保せんと

６次産業への取り組みというのは進まないと思う

んです、今のままじゃあ。そういう意味では、い

ろんな地産地消コーナー等を利用されて、少なか

らずともちょっと大きくやっていらっしゃる方は

薩摩川内市における総合物産館みたいなものをつ

くって、そこでのある一定の収益を得た後、ある

チームをつくるか、個人によって６次産業化に取

り組むかという課題をやっていかないと、非常に

難しいんじゃないかなと。川畑委員も言われたよ

うに、私自身は６次産業化を促進するためには対

策監が言われたように、農商工連携をうまく活用

しないと、そう簡単にはいかないだろうと思って

ますので、できたら、いろんな人から言われるん

ですが、旧町は、それなりの物産館をお持ちなん
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ですが、旧川内市にちゃんとした物産館がないと

いうことを、よくお聞きしますんで、これは商工

観光部とのつながりとかもあると思うんですけれ

ども、市長も当初、株式会社の設立の、この２月

１日の説明会のときには、そういった総合的な物

産館もつくっていきたいということも言われまし

たので、ぜひ、対策監のところじゃないかもしれ

ませんけれども、今、言われたように部局を越え

た対策で、薩摩川内市のこの１次産業を発展させ

るための施策として、そういうものを考えて計画

を進めていただければなと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）意見・要望になります。 

 質疑は尽きたと認めます。 

 これより討論・採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をいたしました。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査を行

います。 

当局から所管事務について報告をしてください。 

○農政課長（上戸健次）企画経済委員会資料の

３ページをお開きいただきたいと思います。 

 ここにつきましては、ＴＰＰ参加により関税が

撤廃された場合の本市農林水産業への影響につい

ての御説明をさせていただきたいと思います。影

響額の算定につきましては、平成２５年３月に公

表されました国・県の算定の考え方を参考にして

算出したものであります。牛肉は４４％の減少率

で、影響額は２２億７，９１３万円となりまして、

以下、豚肉等を合わせますと７品目合計で４４億

５，８７２万円の影響が出ると試算したところで

あります。 

 農政課の関係におきましては、米の７億

３，２６１万円に影響があると試算したものであ

ります。簡単ですが、以上で説明を終わります。

よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、農政課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

   △畜産課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、畜産課の審査に入

ります。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、所管事務調査

を行います。 

 当局から所管事務について報告をお願いします。 

○畜産課長（中山信吾）それでは、畜産課でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 畜産情勢といたしまして子牛価格の状況と、そ

れから、家畜防疫対策事業の取り組みについて、

説明をさせていただきたいと思います。企画経済

委員会資料４ページをお開きいただきたいと思い

ます。 

 まず、薩摩中央家畜市場におけます子牛セリ市

価格について記してございます。（１）としまし

て、子牛セリ市価格の推移を、これは税抜き価格

でございますが、縦軸に年月を、それから、横軸

に雌、去勢、それから計という形で性別等を示し

てございますが、右端の計の平均価格を中心に御

説明をさせていただきたいというふうに考えてお

ります。近年では１８年、１９年というのが子牛

セリ市価格のピーク時でございまして、その後、

値を下げまして平成２１年４０万８，０００円と

いう形で底値を迎えました。その後、徐々に子牛

価格は上昇しておりまして、表の中段より、やや

下段になりますけれども、２４年１２月でござい

ますけれども、ここで前月１１月よりも約４万円

値を上げまして、４８万２，０００円という価格

をつけておりまして、その後、同程度の価格で推

移しておりまして、平成２５年６月では４９万
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８，０００円、５０万円に手が届くところまで値

を上げているところでございます。この平成

２４年１２月以降の子牛価格の上昇につきまして

は、これは全国的な動きでございます。この背景

としましては、口蹄疫や東日本大震災により繁殖

雌牛が減少したことによる慢性的な子牛不足が要

因として考えられます。また、本地域の地域要因

としましては、当地域には全国的にも有名な種雄

牛、種雄がいるということも価格上昇の要因にな

っているというふうに考えているところでござい

ます。 

 （２）といたしまして、薩摩中央家畜市場にお

きます価格の全国の位置づけというのを示してご

ざいますが、平成２４年度を見ていただきますと、

平成２４年度は黒毛和牛の子牛セリ市市場が、全

国１１０市場ございましたが、１１０市場のうち

第３位という成績でございます。平成１９年度以

降を示してございますが、平成１９年度以降、全

ての年において５位以上に入るという成績をおさ

めているというのがおわかりになると思います。 

 なお、参考にも示してございますとおり、平成

２５年５月セリ市では雌が全国１位、去勢が全国

２位、総計全国１位というような成績でございま

した。 

 （３）といたしまして、参考としまして取引頭

数の全国ランキングを示してございます。平成

２２年度までは２５位前後で推移しておりました

が、平成２３年が１８位、平成２４年が１４位と

いうことで上昇しておりますが、これは平成

２３年５月から伊佐家畜市場が薩摩中央家畜市場

に統合されたことによる取引頭数の増加によるも

のでございます。 

 これまで説明いたしましたとおり和牛の繁殖経

営、生産経営においては非常に安定した経営状態

が続いておりますが、一方、この子牛価格を素牛

とします肥育農家にあっては、素牛高、それから

飼料価格の高騰等で非常に厳しい状況が続いてお

りまして、国の畜産経営安定対策による支援を受

けているような状況でございまして、非常に厳し

い状況でございます。また、その他の畜種、養豚、

養鶏、酪農等におきましても、先ほど言いました

国の畜産経営対策の支援を受けているという状況

でございまして、和牛繁殖農家以外の畜種の経営

については非常に厳しい状況であるということを

御理解いただければというふうに考えておるとこ

ろでございます。 

 続きまして、５ページでございます。５ページ

には家畜防衛対策事業について記してございます。

平成２２年度におきましては、宮崎県で１０年振

りに発生しました口蹄疫、それから、出水市で発

生しました高病原性鳥インフルエンザ等々により

まして、家畜伝染病の恐ろしさというのを肌で感

じた年でございました。平成２３年度以降におき

ましては、日本国においては畜産業に深刻な影響

を与える家畜伝染病の発生は見られていないとこ

ろでございますが、（１）に示してございますと

おり近隣諸国における発生状況としましては、ま

ず、口蹄疫でございますが、中国、台湾を中心に

続発していることがわかると思います。特に

２５年５月の中国においては一月間で８件の発生

等が報告されているという状況にございます。 

 また、高病原性鳥インフルエンザにおきまして

も中国、台湾を中心に散発的に発生しているとい

うことでございまして、いまだ予断を許さない状

況が続いているところでございます。 

 こういうことを鑑みまして、本市で、これまで

とり行っております主な防疫対策の御説明をさせ

ていただきます。 

 平成２３年度におきましては、大きな動きとし

まして家畜伝染病予防法の改正がございました。

これは畜産施設の出入り口に消毒槽を設置すると

か、適正な衛生管理をする。いわゆる消毒を徹底

するとか、埋却地を確保しなさい等々の畜産農家

の責務が大きくなったわけでございます。これ等

を背景にいたしまして、上から２ポツ目になりま

すけれども、本市独自の取り組みとして平成

２３年６月１日に家畜自主防疫班というのを設置

しております。これは畜産農家、それから家保、

ＪＡなどの関係機関、市で構成いたしまして、本

市における家畜防疫対策の徹底を図るということ

で設置した組織でございまして、この組織による

家畜防疫対策の現地調査というのを年２回実施し

てきているところでございます。 

 また、５ポツ目になりますけれども、平成

２３年度におきましては口蹄疫対策の埋却地調査

も実施したところでございます。 

 平成２４年度におきましては、２３年度と同様

の取り組みをしてまいりましたが、特に変わった
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点としまして４ポツ目、消毒施設・設備整備に対

する一部助成ということで、車両消毒施設機械導

入に対する一部助成を家畜防疫対策事業補助金で

実施したところでございます。 

 ２５年度におきましても、２３年、２４年度の

対策を引き続き踏襲していくというふうに考えて

おりますが、特に新規といたしましては立入禁止

看板について、新たに設置をして農家等に配付を

するようにしているところでございます。 

 （３）といたしまして、現地調査の結果の概要

を示してございます。表の左から２番目、例えば

消毒薬でございますが、この消毒薬の常備率につ

きましては、現地調査の結果、平成２３年度は

９２．４％だったのが、２４年度は９７．７％と

いうことで、５．３ポイント改善されております。

同じく消毒槽につきましても６ポイント、看板設

置についても１０ポイント改善されておりまして、

農家の自主防疫意識は高まっているというふうに

考えているところでございます。 

 畜産課といたしましては、今後も家畜防疫対策

事業を積極的に展開しながら農家の自主防疫意識

の徹底と本市から家畜伝染病が発生しないように

取り組みたいというふうに考えているところでご

ざいます。以上で、説明を終わります。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（森永靖子）鳥インフルエンザで、県の

ほうでは消費が相当減ったというふうに聞きまし

たが、本市では鳥肉に関してはどうだったんでし

ょうか。 

○畜産課長（中山信吾）鳥肉については、先ほ

ど申しましたとおり、長引く景気低迷、それから、

やっぱり国民の所得が伸びないということで、低

価格趣向に全体的に移っておりまして、畜産物全

体が、そういう形で消費が伸び悩んでいる状況に

ございます。本市においても国・県の消費動向と

一緒で、厳しい状況にはかわりないというふうに

理解しているところでございます。本市として特

に国・県よりも消費率が高いとか、そういうこと

はないというふうに理解しているところでござい

ます。 

○委員（森永靖子）わかりました。県のほうで

は、なかなか鳥肉離れがしているということで、

たくさんの予算を組んでくださいまして、鳥肉を

どんどん使った料理を普及してくださいというこ

とで出てきたんですが、本市では。そのようなあ

れはなかったのかなというふうに質問したところ

でした。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、畜産課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

   △林務水産課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、林務水産課の審査

に入ります。 

────────────── 

   △議案第９３号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計補正予算 

○委員長（佃 昌樹）まず、議案第９３号平成

２５年度薩摩川内市一般会計補正予算を議題とし

ます。 

 当局の補足説明を求めます。 

○林務水産課長（堂込 修）それでは、林務水

産課でございます。第１回補正について、御説明

申し上げます。 

 歳出予算のほうから説明いたしますので、予算

書の２１ページをお開きください。 

 ６款４項３目治山林道費では７，３０５万円の

増額補正をお願いしております。これは、特定離

島ふるさとおこし推進事業の補助内示額の確定に

伴い増額補正を行うものでございます。 

 説明欄をごらんください。内容につきましては、

林道２路線分の林道整備に係る工事請負費が主な

ものでございます。概要については、平成２５年

度第１回補正予算の概要の４ページに記載してあ

りますので御参照ください。図面により説明しま

すので、企画経済委員会資料の６ページをお開き

ください。 

 ６ページが釣掛線改良事業の位置図であります。

この路線は、下甑の手打地区の林道で、全体計画

は２，３６０メートルでございます。今年度は、

２４年度までの整備済箇所から、農免農道を挟ん

で８００メートルを整備するものでございます。 

 続きまして、７ページでございます。椿線の舗

装事業の位置図であります。この路線は上甑の平
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良地区の林道であります。頂上付近には、現在、

整備中の藺牟田瀬戸架橋を見おろすことができる

展望所がございます。起点から頂上付近までは舗

装済ですが、終点側のほうが未舗装であるため、

今回、整備を行うものであります。全体計画は

３,０１５メートルであり、今年度は、頂上付近の

舗装済みの箇所から約６５０メートルを舗装工事

を行うものでございます。 

 次に、予算書の２２ページでございます。６款

５項２目水産振興費では６３５万２，０００円の

増額補正をお願いしております。これも特定離島

ふるさとおこし推進事業の補助内示額の確定に伴

い増額補正を行うものでございます。 

 説明欄をごらんください。内容につきましては、

甑島漁協が行うクロアワビの中間育成及び放流事

業に係る魚介類の中間育成放流事業補助金が主な

ものでございます。概要につきましては、第１回

補正予算の概要の５ページに記載してありますの

で御参照ください。 

 図面により説明いたします。企画経済委員会資

料の８ページをお開きください。魚介類中間育成

放流事業の位置図であります。中ほどの白三角に

示してありますが、鹿島でアワビの中間育成を約

３カ月間程度行います。それから黒丸に示してあ

る場所に放流するものでございます。 

 続きまして、６款５項３目漁港管理費でござい

ます。１，５０５万２，０００円の増額補正をお

願いしております。これは、国の２４年度補正予

算に対応した市町村漁港漁村活性化対策事業の補

助内示額の確定に伴い増額補正を行うものでござ

います。 

 説明欄をごらんください。内容につきましては、

下甑島の片野浦漁港における航路と泊地の浚渫工

事に伴う工事請負費が主なものでございます。概

要については、予算概要の１０ページに記載して

ありますので、御参照ください。 

 続きまして、歳入の御説明をいたします。戻り

まして、予算書の１０ページをお開きください。

１６款２項４目農林水産業費補助金の３節林業費

補助金５，６００万円は、先ほど説明いたしまし

た林道整備に伴い、特定離島ふるさとおこし推進

事業補助金として収入されるものでございます。

同じく１６款２項４目農林水産業費補助金の４節

水産業費補助金１，５７６万円は、これも先ほど

説明いたしました片野浦漁港の浚渫工事に伴い、

市町村漁港漁村活性化対策事業補助金として収入

されるものでございます。また、アワビの放流事

業と既定予算充当分のオニヒトデ及びウニ駆除事

業の財源調整に伴い、特定離島ふるさとおこし推

進事業補助金として、それぞれ収入されるもので

ございます。 

 以上で、林務水産課に係る第１回補正予算につ

いて説明を終わります。 

 よろしく御審査賜りますようお願い申し上げま

す。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（川畑善照）我々、あそこの甑島漁協、

中谷水産を視察したときに、ちょっと質問で聞い

たんですけれども、クロアワビにつきましては中

谷水産もやっているようなことを聞いております。

それで、今どういう状況なのか、全くゼロなのか、

とにかく大変高価値のある、特に首都圏に行けば

高くで売れるアワビだとは聞いておりますが、今

の現状は、どうなんですか。 

○林務水産課長（堂込 修）今、甑島でとれる

アワビについては、ことし、昨年はちょっと変わ

ったみたいなんですが、その一昨年までは千葉の

ほうの購入される水産会社におさめて、そこでま

た、それを育成して、また、販売されるというよ

うな流通をされているというふうに聞いておりま

す。今年度から、流通形態が変わったということ

で、どこに取引されるか、ちょっと私も、まだ入

手していませんが、この前、組合長から聞いた話

だと、そういう関東方面のほうに１回出されて、

そこでまた、それを育成して大きくなったものを

販売されるというふうなことで話を聞いておりま

す。以上です。 

○委員（川畑善照）成長状況がどの程度で、何

年すればわかるのか、何カ月すればわかるのか知

りませんが、また、その状況報告がほしいのと。 

○林務水産課長（堂込 修）実際、今、私ども

が放流しているアワビが、大体２センチ以上ぐら

いのアワビを購入して中間育成を鹿島のほうでや

っております。３カ月間で少し大きくなって、そ

れを放流してから約５年間程度で親になるという

ことで、養殖については天然としますと、甲羅は、

表面を削れば青い点があるものですから、そこで
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養殖については判別できるというふうになってい

ます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を許します。 

○議員（杉薗道朗）すみません。ありがとうご

ざいます。今のちょっとアワビの件なんですけど、

５年間程度で親というか、ある程度、商品ベース

の大きさになるということでしょうけど、この放

流してあるのは、要するに何かケージに入れて放

流ということじゃなくて、もう海の中に、そのま

まばっと放流の形態としたら、どうなんでしょう

か。 

 ケージであれば、ある程度大きくなった時点で、

また、まとめてとれるんでしょうけど、相当箇所

で放流をされて、地元の方々が、そのアワビを採

取されて県外ないしに、そういうふうにされてい

るのか、そのところの流れというのをちょっと教

えていただけますか。 

○林務水産課長（堂込 修）放流の形態として

は、中間育成のときはかごの中でえさをやりなが

ら中間育成をしていますが、実際、各放流場所に

持ち込んで潜水夫が潜って、それで放流している

というような形態でございます。 

 捕獲については、アワビについては９月の放流

については地図で示してある、大体そこの場所で、

おおむね同じ場所で放流するんですが、その捕獲

については、９月の大潮時期、それの２週間程度

ということで限定して、そこで漁を行うというふ

うにしております。 

○議員（杉薗道朗）大変わかりました。歩どま

り的には大体アワビというのは、その放流地域内

に大体、当然、えさとして海藻とかを食べるわけ

ですから、その地域に歩どまりするのか、この放

流の相対量というのが、ちょっとわからないんで

すけど、例えば何個とか、もしくは何キロとか、

そこらあたりを教えていただければと思います。 

 それから、あと１点、島民の方々、いわゆる漁

業の方々、当然、組合員の方々が捕獲をされてと

いう形にはなるんだろうなと思いますけれども、

それが、その漁業の方々の所得に少しでも上積み

という形で寄与されている部分があるのか、あわ

せてちょっと教えてください。 

○林務水産課長（堂込 修）水揚げ実績が近年、

平成２４年度がかなり落ち込んで５９２キロの売

り上げで３３０万円程度ということになっていま

す。その前の２３年の水揚げが８１３キロで

５９９万円ということで、今、近年、平成１６年

のころから、その捕獲の量というのは横ばいとい

うような状況でございます。 

 それで、混獲率と先ほど言いましたように削れ

ばちょっとわかるわけですけど、その混獲率につ

いては、これは里の事例ですけど、平成２４年度

で１６．７％、２３年度で１６．６％、大体その

くらいの割合で放流と天然との捕獲割合が出てい

るというようなことでございます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで本案の審査を一時中止いたします。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査を行

います。 

 当局から所管事務について報告をお願いします。 

○林務水産課長（堂込 修）所管事務について

は、特にございません。 

○委員長（佃 昌樹）所管事務については、な

いということですが、全般的なことで委員の方、

御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、林務水産課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

   △耕地課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、耕地課の審査に入

ります。 

 ここで職員の紹介をお願いします。 

○耕地課長（前迫浩一）４月の人事異動により

まして耕地課２名の異動があったものですから、

自己紹介をさせます。 

○主幹（檜垣憲巳）檜垣といいます。よろしく

お願いいたします。 

○耕地課長（前迫浩一）主幹でございます。 

○基盤整備グループ長（市田隆司）市田です。

よろしくお願いします。 

○耕地課長（前迫浩一）基盤整備グループ長で
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ございます。よろしくお願いいたします。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、所管事務調査

を行います。 

 当局から所管事務について報告ございますか。 

○耕地課長（前迫浩一）特別ないんですけれど

も、すみません。耕地課の所管しております事業

の概要につきまして、若干説明をさせていただき

たいというふうに思います。よろしいでしょうか。 

○委員長（佃 昌樹）どうぞ。 

○耕地課長（前迫浩一）耕地課では、国・県の

補助事業や市単独の土地改良事業等によりまして、

農村の基盤整備を推進するとともに、耕地課所管

の農業用施設の維持管理を行いまして、土地改良

区や農家等の維持管理に要する労力の軽減など、

農家経営の安定と地域の活性化を図っているとこ

ろでございます。ただ、農村地域では住民の高齢

化とか、それと農地の住宅の混在化が進行いたし

まして、おのおのの地域で農地や用排水路施設を、

これまでのように適切に管理していくことが、ま

すます難しくなってきている状況がございます。 

 また、集中豪雨等におきます農地や農業用施設

の湛水被害を軽減するため、耕地課は排水機場を

１９カ所所管しておりますけれども、これらの排

水機場の運転を適正に行うとともに、おのおのの

施設は、また、経年劣化等がございまして、結構

老朽化が進んでおります。これの老朽箇所の修繕

やおのおのの施設の長寿命化のために計画的な施

設更新を実施して適正な維持管理に努めていると

ころでございます。 

 以上で、説明を終わります。よろしく御審査賜

りますようお願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）課長のほうから今、資料

はございませんけれども、口頭説明がございまし

た。それを含めて御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、耕地課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

   △商工振興課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次は、商工観光部に入り

ます。 

 まず、商工振興課の審査に入ります。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、所管事務調査

を行います。 

 当局から所管事務について、報告をお願いいた

します。 

○商工振興課長（宮里敏郎）それでは、肥薩お

れんじ鉄道の中期経営計画の概要について、御説

明をさせていただきます。お配りしております企

画経済委員会資料の１ページをお開きください。 

 肥薩おれんじ鉄道では、今年２月に中期経営計

画が策定されまして、本年２月の取締役会におい

て、それが承認されたところでございます。その

概要について説明させていただきます。 

 まず、１ページ、平成２３年度までの事業実績

について記載してございますが、（１）の輸送人

員では、平成２３年度の定期、定期外合計の利用

者数、この数が１４５万人となっておりますが、

この５年間で約１４％の減、さらに開業当時と比

較しますと４３万人の減で、減少率が２２．９％

となっております。 

 この要因につきましては、沿線地域の人口減少、

少子高齢化、それから西回り自動車道の延伸、新

幹線全線開業等が考えられているところでござい

ます。 

 次に、（２）の運輸収入でございますが、これ

は輸送人員の減と比例いたしまして、平成２３年

度の収入が３億８,４００万円と、これも５年間で

約１４％の減となっております。開業時と比較し

まして１億４，０００万円程度の減となって、減

少率は２６．７％となっているところでございま

す。 

 （３）に経営状況について記載してございます

けれども、減価償却前損益、これを見ていただき

ますと平成１７年度以降、これは開業２年目から

既に赤字が続いております。累積の欠損金、これ

が年々増加して、平成２３年度末で約９億

８，３００万円というふうになっております。な

お、当期損益につきまして、平成２３年度の欄の

当期損益が１億５，７００万円の黒字というふう
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に記載をされております。これは鉄道線路使用料

が、この年に増額になったこと、それから大規模

な負担金工事があったということで、特別な要因

があって、この年だけが黒字が計上されたという

ことになっております。 

 では、２ページを開いていただきまして、これ

らの状況から（４）に課題をとして４点に取りま

とめてございます。まず、①が利用者減少に伴う

旅客運輸収入の減少、②として施設・設備の老朽

化に伴う経費の増大、これはトンネル、橋梁、枕

木等の老朽化に伴うものでございます。③として

プロパー社員の採用等による要員の確保、④とし

て運転資金の不足が挙げられております。 

 これらが２３年度までの状況でございますけれ

ども、これらの課題を踏まえまして、今回、中期

経営計画が策定されたものでございます。 

 ２の中期経営計画の概要ですけれども、まず、

この計画期間ですけれども、平成２４年度から

２８年度までの５年間となっております。目標と

して五つの点が掲載されております。 

 まず、黒丸の五つでございますけれども、まず、

安全運行の確保のため、施設・設備の充実を目指

すこと。２点目が収入増及び経費節減による収益

構造の改善を目指すこと。３点目に観光列車、お

れんじ食堂を初めとして、単年度営業売上６億円

を目指すこと。４点目が観光列車、おれんじ食堂

を起爆剤として地域の活性化に寄与し、地域に元

気をもたらす鉄道を目指すこと。５点目に、全社

員が希望の持てる会社を目指すこと、これが目標

で上げられております。 

 この目標達成に向けた施策・事業といたしまし

て、①営業戦略として、定期外運輸収入による増

収、観光列車、おれんじ食堂の運行、国内外エー

ジェントへの販売促進強化、営業部門の強化など。 

 ②として収入の確保では、両県利用促進協議会、

沿線自治体との連携した沿線住民の利用促進、定

期券利用者が利用しやすいダイヤ編成への工夫等

による定期運輸収入の確保など。 

 ③として、施設・設備の整備では、老朽・劣

化・損傷している施設・設備の整備と防災対策な

ど。 

 ④として、要員の確保では、ＪＲ九州からの継

続支援による要員の確保、これにつきましては、

ＪＲ九州からの支援期間、これが本年度までで終

了になり、その後の対応のことになりますけれど

も、この件につきましては、平成２５年３月、本

年３月にＪＲ九州と新たな協定が締結され、平成

２６年度以降、管理職等クラスの新規出向及び、

現在、出向者している方々の雇用延長による継続

支援が決定されたところでございます。 

 ⑤として、車両体制の確保におきましては、車

両の老朽化と観光列車への改造に伴う予備車両の

不足に対応するため、新規車両１両の購入。 

 ⑥として、運賃の改定では、消費税改定に伴う

運賃改定などが。 

 ⑦として、駅舎の改修では阿久根駅舎の改修の

ほか２７の老朽駅舎の修繕改修。 

 それから、⑧といたしまして、経費の節減。 

 ⑨として、資金の確保について。対策をそれぞ

れ講じるということが掲載されているところでご

ざいます。 

 ４ページの（３）これらを踏まえた今後の収支

見通しについて、これまでの実績を踏まえて算定

されたほか、施設・設備の整備計画に基づく整備

費用、それから、社員採用計画に基づく人件費な

ど、現時点で試算がされておりますけれども、一

番上の行に事業収益を記載してございますが、平

成２４年度以降、観光列車の売上収入、あるいは

旅行事業の収入、貨物調整金の拡充により事業収

益は増額を見込んでいる反面、営業費用では老朽

化した施設・設備の更新、プロパー社員の採用に

伴う人件費の増が見込まれ、結果といたしまして、

下から３行目の減価償却前損益では、毎年約１億

９，０００万円から約３億９，０００万円の損失

が見込まれる見通しとなっております。 

 ５ページの上段に記載してありますとおり、今

後、これまでの国・県・沿線市等の公的支援を受

け、線路使用料や国の補助を活用した施設・設備

の整備を行っていっても、累積赤字がさらに増大

する赤字経営は避けられない状況というふうにな

っております。 

 最後に国・県等の関係機関への支援要請につい

ても掲載がされているところです。 

 以上が、今回、肥薩おれんじ鉄道が策定した中

期経営計画の概要でございますけれども、参考ま

でに、これまでの公的支援の経過について御説明

をさせていただきます。 

 ５ページに記載の表のとおりでございますけれ
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ども、平成１８年度から公的支援が実質開始され

ております。鹿児島県側におきましては平成

１９年度で内部留保資金がなくなり、平成２０年

度からは積み立てておりました経営安定基金を取

り崩して公的支援を行ってきております。その補

助額の総額が、平成２４年度までで、右下になり

ますけれども３億７，４００万円となっておりま

す。２４年度末の基金残高は積立額の５億

１，６００万円から、先ほどの３億７，４００万

円差し引きますと、約１億４，２００万円、これ

が基金の残高となっているところでございます。 

 なお、平成２５年度につきまして、県のほうで

は約９，０００万円を予算計上し、これを活用す

る見込みでございますので、このままでは平成

２６年度に基金全額が、もうなくなってしまうと

いうことになると思います。 

 今現在、県において、おれんじ鉄道への今後の

具体的な支援規模を把握しながら、新たな支援ス

キームというものを検討中ということでございま

す。 

 最後に、本日、新聞報道もされておりますけれ

ども、昨日、第１１回の定時株主総会におきまし

て、現古木社長が今年９月いっぱいで退任される

という表明がございました。後任には淵脇哲朗氏

が就任予定でございますが、淵脇氏は出水市出身

で、現在６６歳、新日本石油株式会社の人事部長、

ＪＸ日鉱日石石油基地の社長等を歴任されており

ます。現在は同社の顧問でもございます。淵脇氏

につきましては、９月までは参与として勤務され、

古木社長との引き継ぎをなされた後、９月の取締

役会での承認を待って新社長に就任するという予

定でございます。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいた

します。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。こ

れより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（川畑善照）おれんじ鉄道は、当初から

議会はいろいろ厳しい状況をあれしたり、苦渋の

選択で当時、森市長が判断されたわけでございま

すけれども、今の、この状況を見ますとずっと赤

字が続いていくということですが、おれんじ食堂

をつくられて、これが将来的に、どこまで伸びる

か、それが、考えがどうなっているのか。今のと

ころ大変長期的に満杯状況だということを聞いて

おります。それから、今回、きょうの新聞でした

か、おれんじカフェを出すと、前の恐らくビール

列車か、ああいう形だろうとは思いますが、あれ

が 今 度 は 片 道 ６ 万 円 と 、 前 は 往 復 ５ 万

５，０００円ぐらいでやりよったようですが、往

復では１２万円ということ、倍になっております。

もちろん赤字だからだろうとは思いますけれども、

利用度がどうなのかなと、そういうところは、ど

ういう判断で、そうなったのかという質問をさせ

ていただきます。 

○商工振興課長（宮里敏郎）おれんじ食堂につ

いてですけれども、参考までにおれんじ食堂の

４月、５月の売り上げについてデータをいただい

ておりますので、御報告いたしますけれども、お

れんじ食堂の４月、５月の二月での運輸収入、こ

れは乗るときの切符賃というか、そういうのがあ

り ま す け れ ど も 、 そ れ が ２ カ 月 間 で 約

１，２００万円でございます。ただ、おれんじ食

堂は御存じのとおり食事代とか、あるいは関連グ

ッズ等がございますので、それらの売り上げを含

めると二月間で３，０００万円の売り上げを達成

しているということでございます。 

 これに伴いまして、４月、５月ともに前年度よ

り２０％、あるいは３８％、運輸収入が増額にな

っております。ということから、おれんじ食堂の

効果というのは十分、最初の見込みのとおりの効

果が出てきているというのはたしかでございます

けれども、これが最終的に経営の赤字部分までを

補塡できるかと申し上げますと、先ほど資料の

４ページに記載しましたとおり、事業収益につい

ては、旅客運輸収入等を増額で見込んでいる、こ

の部分についてはおれんじ食堂の分を見込んでい

るわけですけれども、それでも営業費用のほうが、

どうしても大きくなって、これを見込んでも、や

はり赤字は改善されないと、赤字の圧縮はできま

すけれども、これが黒字にまではいかないという

のが、経営計画で出されている試算でございます。 

 ２点目のおれんじカフェにつきましては、これ

も昨日の株主総会の中でおれんじカフェ食堂のほ

うは提案がありまして、４月１日から今までおれ

んじ食堂は、ちょっと単価が高いということで、

これまでのビール列車にかわるような、それに近

いようなおれんじカフェ列車というのも運行した
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いと、これは特別に列車を１便に走らせるという

わけではなくて、既存のダイヤの列車に、後ろに

連結して、１両分を連結して運行するということ

で、今の予定では川内・出水間、もしくは出水・

八代間で１日、それぞれ１往復ずつを運行させた

いという計画のようでございます。 

 先ほど６万円ということを言われましたけれど

も、１両貸し切りの料金が、やはり６万円という

ことで、最大３５名から４５名程度乗れるという

ふうに、きょうの新聞にも記載してございました

けれども、これは最大人数乗っても６万円、極端

な話を言いますと２人乗っても６万円ということ

で、これは採算がとれるベースでおれんじ鉄道の

ほうが料金設定をしているということになってい

ると思います。 

○委員（川畑善照）６万円というのは片道です

よね。行ったら帰りは別ですよね。それをちょっ

と新聞で見たもんですから、どうだろうかと思っ

て、何で、そういう金額になったのかなと思って。 

○商工振興課長（宮里敏郎）すみません。きの

う、チラシで一部説明があっただけで、詳しくは

ちょっと知り得てないんですけれども、きょうの

新聞にもあって、きのうの説明におきましても、

前のビール列車みたいに１往復して帰ってきます

よという設定ではないみたいですので、やはり片

道６万円、それは、先ほど言いましたとおり、そ

の運転にかかわる人件費、ビール列車の分につい

ては自分たちで飲むというのが、もうほとんどだ

ったんですけれども、今回の場合については、お

れんじ食堂のミニ版ですので、いろいろウエルカ

ムドリンクを出したり、あるいは食事を提供した

りする分については、それなりのスタッフが乗車

して、おもてなしをするということでございます

ので、それらを含めますと、恐らく片道でも６万

円の金額をとらないと採算が合わないという試算

になっての結果ではないかと思います。 

○委員（川畑善照）ぜひ利用者を大いに募集し

なければ、金額が片道でそうなってますので、恐

らく利用者が大変少なくなるんじゃないかと心配

しますが、ただ、今、言われました食事の場合は

持ち込み可というのも出ていたようでしたので、

持ち込み可であれば、地元の食材を持ち込めると

いうことですよね。そういうことあります。いず

れにしても利用者が、連結ですから、利用者が多

いほどいいということですので、これやっぱり取

締役会なり、あるいは役員会ときに、ぜひ、これ

を活用しなければ物すごい厳しい決算だなと思っ

ておりますので、ひとつよろしくお願いします。 

○商工振興課長（宮里敏郎）片道６万円という

ことで、金額が高い、これはおれんじ食堂のとき

にも同じような意見が出てまして、地元で活用す

る と き に は片 道 １万 ２， ０ ０ ０ 円、 １ 万

４，０００円だと、どうしても、また、足りない

分の経費がかかるということで、これは４月に議

員連盟の方たちが利用していただいたときに貸し

切りバスを利用して経費を安くして、おれんじ鉄

道を利用していただいたというのをしていただき

ました。その分についても、おれんじの営業部の

ほうに沿線自治体のほうとしては、どうしても帰

りの分についてまでのパックでの、いろいろ売り

込みができないか。これは議員連盟の皆さんが利

用していただいたのを参考に、そういうのができ

ないかというのもきちんと伝えておりますので、

また、今後も機会を見て、今ありました意見につ

いては伝えていきたいと思います。 

○委員（森永靖子）もう川内に着くころには食

事も終わっているでしょうけど、例えば薩摩川内

市の食材をたくさん使った、いつも言うようにキ

ビナゴ、ちりめん、いろんなものもやっぱりふん

だんに入れて、それともっといろんな形でいいの

かなと思うんですが、そのあたりも、また、要望

として言っていただければと思います。お願いし

ます。 

○商工振興課長（宮里敏郎）確かに薩摩川内市

の食材については、八重ファームさんのほうが提

供をしていただいておりますけれども、地元の食

材については、おれんじ鉄道も地元とタイアップ

して、いろんな食材を提供したいということは言

っておりますので、それは継続して、また、要望

としていきたいと思います。 

○委員（帯田裕達）ちょっと教えてほしいんで

すけど、課題のところに、鉄道施設・設備の老朽

化に伴う設備等経費の増大とありまして、ここに

云々、トンネルとか橋梁が約９０年経過している

と、そしてまた、今後の収支見通しの中でも線路

保存費や電路保存費で平成２８年度には７億

５，０００万円ぐらい組んであるみたいですが、

それは当然、古くなれば修理等も改善もせないか
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んわけですが、この今の現時点でびっくりするぐ

らいの、９０年たっているというような数字も出

ているんですが、なかなか判断は難しいでしょう

けど、法的なものもあるでしょうけど、安全性は

保たれているのでしょうか。 

○商工振興課長（宮里敏郎）施設の老朽化につ

いては、これは旧国鉄、それからＪＲの分からを

引き継いだということで、トンネル、橋梁につい

ては約９０年が経過、それから、枕木についても

木の枕木が約半数を占めている。レールについて

も３０年経過が約半分以上あるということで、こ

れはおれんじ鉄道の一番の使命であります安全運

行ということについては、これをまず、何とか施

設・設備の改善をしないといけないというのは、

これはもう当然、考えないといけないということ

で、ここについては、それぞれ線路の保存費、あ

るいは電路の保存費ということで、毎年、必要な

経費をかけて修繕等を行っているところでござい

ます。 

 これは国の補助をもらいながら、今までも計画

を立てながらやっておりますので、絶えず、まず、

急を急ぐところから、トンネル等も含めて、橋梁

等も含めてやっているということで、おれんじ鉄

道としても安全運行には万全を期しているという

ことでございます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を許します。 

○議員（杉薗道朗）おれんじ食堂を含めて、先

ほどのカフェ列車もでしょうけど、一生懸命、新

たな取り組みや努力の中で少しでも営業利益を上

げたいということで頑張っておられることは理解

できますし、ぜひ高い利益が上がればなと思うと

ころでありますが、どうしても恒常的に赤字体制

は、なかなか今のところから抜け出させない状況

かなというところでありますが、そこでさっきの

資料の中に国、両県――鹿児島・熊本、沿線自治

体に対する必要な公的支援を講じていただくよう

要請をしたいというふうに記載がございますけれ

ども、現状の見通しとして、今後どうなっていく

のか、沿線においても、もうはっきり言って、こ

れ以上出せませんよというような声もちらちらあ

ったりとか、いろいろ紆余曲折的な部分もあろう

かと思いますけれども、見通し、どうなっていく

のかなと、わかっている点があれば教えていただ

ければと思います。 

○商工振興課長（宮里敏郎）国・県等への支援

の要請内容については、これから両県を含めて検

討されると思いますけれども、ただ、国につきま

しては、ことし２月ぐらいだったと思うんですけ

れども、交付金のほうで、これは補助をした沿線

自治体に対して交付金で援助しますよという制度

を検討しているというのがございました。これも

まだ、確定はしてないんだと思いますけれども、

国については、それらのことで補助する沿線自治

体、もしくは直接第三セクターであります肥薩お

れんじ鉄道のほうに支援ができないかというのは、

継続して要望されることになると思います。 

 それから、県内の状況でございますけれども、

これはまだ、どういう支援スキームになってくる

かというのは、まだ、県が発表はしてないのでわ

かりませんけれども、３月の県議会の中で非沿線

市に対しての支援についての質問があって、その

ときには、当時の企画部長のほうが現状を丁寧に

説明して、要請というか、説明をした上で理解と

協力が得られるよう取り組んでまいりますという

一応、回答をいただいているというのは我々も情

報として知り得ているところです。 

 現状は、すみません。そこまでしか具体的な内

容については把握してないところです。 

○議員（成川幸太郎）おれんじ食堂を利用させ

てもらって楽しんだんですが、ただ、食事につい

ては、もうちょっといろいろ研究されないと今後、

非常に批判を浴びてくるじゃないかなという気が

します。最後に出たパエリアなんか、もうべちょ

べちょで、さらっとした感じがなくて、もう困っ

たなと、これでいいんだろうかと思いましたけど、

ただ、先日、たまたま、番組はわかりませんけど、

テレビをつけてたら、列車のシリーズで日本のい

ろんな夜行列車とか全国で有名な列車があるんで

すが、乗ってみたい鉄道ファンの列車として３番

目に肥薩おれんじ鉄道が出てきまして、家族で、

おうおう出てきたというくらいに喜んでいたとこ

ろです。これはどんどんやっぱり改良してリピー

ターもふえるような感じに改善をしていっていた

だきたいと思います。 

 それと運賃の改定が上げられているんですが、

私も出水に帰るために、できたら使おうと、時間

があったらということで使ってたんですが、新幹
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線が全線開通になったら川内―出水間の価格が安

くなって、もう川内―鹿児島間と大して変わらな

い金額に下がっているんです。そうすると時間と、

出水間の料金は、５００円の差しかないんです。

そうすると時間等を考えれば、もう新幹線を使っ

たほうがいいやというふうになってしまうんで、

安易な値上げというのは、やっぱり考えられない

ほうがいいんじゃないかなと、これは新幹線料金

等とも、やはり検討しながら考えて、売り上げと

いうのは単価掛ける客数ですから、単価を上げよ

うとすれば客数は当然、落ちますし、客数をふや

すことが活性化につながるんじゃないかというふ

うに思いますので、ぜひ、そういった意見もおれ

んじ鉄道のほうに述べていただきたいと思います。

よろしくお願いします。 

○委員長（佃 昌樹）意見です。 

○議員（森満 晃）すみません。３ページの車

両体制の確保ということで、今回、新規車両１両

の購入とありますが、こちらの１両の値段がわか

れば、それとまた、この収支見通しで何年度を予

定されているのか、教えてください。 

○商工振興課長（宮里敏郎）車両については、

大体１億円以上かかるというふうに聞いていると

ころでございます。ただ、ここに新規の車両の購

入について、これは今、観光列車おれんじ食堂を

導入する際に新たに車両を導入したわけではなく

て、今まで持っていた車両のうち２両を改造した

ということで、要するに、これまであった予備車

両、それから、後に回す分の車両が少なくなって、

いわゆる今の苦慮しているのはおれんじ食堂に行

った分、団体客の分を導入するときに若干車両の

手配に苦慮しているということをおれんじ鉄道の

ほうでは対応策を考えないといけないというのが

ございまして、これは長期計画の中に新規車両の

１両の購入というのがうたわれておりますけれど

も、実際、これを、どの年に、どうやって、どう

いう経費の負担で導入するとかいう具体的ところ

までは、まだ、計画的に出されていないところで

す。 

 ただ、おれんじ鉄道としては車両はどうしても

必要ということは計画に上げてございます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、商工振興課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

   △企業・港振興課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、企業・港振興課の

審査に入ります。 

 ここで職員の紹介をお願いします。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）それでは４月

１日付人事異動によります職員の紹介をさせてい

ただきます。 

 港湾貿易振興グループ長の山元グループ長でご

ざいます。 

○港湾貿易振興グループ長（山元一将）山元

です。よろしくお願いいたします。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）以上でござい

ます。 

────────────── 

   △議案第８９号 薩摩川内市工業開発等促

進条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

○委員長（佃 昌樹）これより、まず、議案第

８９号薩摩川内市工業開発等促進条例の一部を改

正する条例の制定についてを議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）それでは、議

案第８９号薩摩川内市工業開発等促進条例の一部

を改正する条例の制定について、御説明申し上げ

ます。 

 議案その１、８９－１ページをお開きください。

提案理由につきましては、本会議で説明済みのた

め省略をさせていただきます。８９－２ページが

改正条文になりますが、説明のほうは事前に配付

をさせていただいております別途議会資料商工観

光部の資料により説明をさせていただきます。 

 １ページをお開きください。まず、改正の趣旨

でございますが、離島振興法の一部改正及び離島

振興法第２０条の地方税の課税免除、または不均

一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省

令の一部改正に伴い、離島地域における中小企業

等に対する地方税の課税免除等の要件が緩和され

たことから本条例の一部を改正しようとするもの

でございます。改正の内容につきましては、下の

表をごらんください。現行の欄にありますとおり、

これまで進出企業に対する固定資産税の課税免除

等については過疎法、原特法、企業立地促進法に

より３年間、それぞれの起債の適用地域において
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実施をしてきております。課税免除等を適用する

要件としまして、下にありますように投下固定資

産額がございます。表のとおり過疎法、原特法は

２，７００万円超、企業立地促進法では２億円超

となっており、また、今回の改正（追加）の欄が

ございます。離島振興法に基づく課税免除等の投

下固定資産額の適用要件も一番下の米印のところ

に記載してございますが、現行の過疎法、原特法

と同額の２，７００万円超となっておりました。 

 このため、これまでは甑島地域においても過疎

法、原特法による適用を行ってきたところでござ

います。今回の改正においては表の離島振興法の

投下固定資産額の欄にございますとおり、適用要

件が資本金の規模に応じ５００万円以上、

１，０００万円以上、２，０００万円以上という

ように緩和をされております。情報サービス業に

つきましては、資本金の額にかかわらず５００万

円以上というようになっております。このことは

現行より対象企業が拡大されることとなるため、

今回、離島振興法に基づく課税免除等の制度を新

たに追加をしようとするものでございます。 

 なお、３の要件に記載のとおり、今回の改正に

より離島振興法に基づく課税免除等を適用するに

は市長が策定する産業の振興に関する計画を策定

し、関係大臣に提出し、指定を受ける必要がござ

いますが、計画書については企画政策課において

策定し、関係省庁に提出済みでございます。 

 ２ページをごらんください。課税免除等の内容

を一覧表にしてございます。対象業種においては、

今回の改正により黒丸の業種、これが新たに対象

となったところでございます。また、表の３行目、

交付税措置にありますように本条例により、課税

免除した固定資産税額の７５％は交付税措置され

ることとなっております。 

 また、４、施行日については、交付の日からと

しております。以上で説明を終わりますが、関連

がございますので、企画政策課も本日、同席させ

ていただいておりまして、関連の質疑に対しまし

ては、同課からも回答をさせていただきます。ま

た、数値など、細かなデータ等の回答につきまし

ては課長代理以下、グループ長からも回答をさせ

ていただきますので、御了承いただきたいと思い

ます。 

 それでは、よろしく御審査賜りますようお願い

いたします。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（川畑善照）単純な質問ですけれども、

これは市外からですか、本土から例えば、市内で

あって本土から甑島にした場合はどうなんですか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）どこから進出

とか、それだけではなくて、甑島にある企業さん

が増設とか、そういう場合も、ここの投下固定資

産のところが該当すればオーケーということにな

っています。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員、ございますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないということで

ございますので、これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案とおり可決すべきものと決

定をしました。 

────────────── 

   △議案第９３号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計補正予算 

○委員長（佃 昌樹）次に、審査を一時中止し

ておりました議案第９３号平成２５年度薩摩川内

市一般会計補正予算を議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）それでは、議

案第９３号平成２５年度薩摩川内市一般会計補正

予算のうち企業・港振興課分について、御説明を

申し上げます。 

 まず、歳出についてですが、予算に関する説明

書、第１回補正の２３ページをお開きください。

７款１項２目商工振興費、説明欄にあります事項、

甑島航路事業費３００万円は中甑、手打地域活性

化施設利活用団体育成事業ということで、業者委

託するための委託料でございます。 

 歳入につきましては、１０ページをお開きくだ
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さい。１６款２項５目商工費補助金、１節商工費

補助金にありますとおり、特定離島ふるさとおこ

し推進事業補助金、補助率７０％でございますが、

２１０万円を措置しております。 

 事業内容について御説明を申し上げます。別途

企画経済委員会資料の６ページをお開きください。

事業名と事業費は省略させていただきます。３の

目的でございます。平成２４年度、地域住民の皆

様を中心とした甑島旅客待合所利活用委員会を設

置し、待合所として利用されなくなった中甑、手

打港旅客待合所の利活用の方針を協議をしていた

だきました。 

 経過等については３月の委員会でも報告をさせ

ていただいたところでございます。そして、委員

会から出された利活用の方針は四角囲みのところ

にありますように、現有施設の改修を行い、特産

品販売や飲食を提供できる施設として活用すると

いうものでございました。しかし、委員会で検討

を重ねる中で、課題ということで地場産品や加工

品を出したいという方はあるものの、運営を誰が

主体となってやるかということが出されました。

そこで平成２５年度は、この課題を解決するため

に待合所を地域活性化施設として自主的に運営し

ていただく団体の育成を行おうとするものでござ

います。 

 ４の事業概要でございますが、甑島待合所利活

用委員会では方向づけや進行管理をしながら各種

団体代表者とのワークショップを開催し、各種団

体や住民から運営・経営に参加される方々を選出

し、経営の主体となる団体の設立をしたいと考え

ております。 

 また、同時に施設運営や経営の研修を行うとと

もに、施設改修の詳細の検討、それから、先進地

調査による調査研究も実施したいというふうにし

ております。 

 両待合所の利活用につきましては、地域主体で

検討し、地域で自立して施設運営をしていただけ

るよう協議、検討、市のほうでも支援をしている

ところでございます。 

 以上、企業・港振興課にかかわります補正予算

についての説明を終わります。よろしく御審査賜

りますようお願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで本案の審査を一時中止いたします。 

 ここで休憩をいたします。 

 再開はおおむね１３時といたします。 

 休憩します。 

～～～～～～～～～～ 

午前１１時５５分休憩 

～～～～～～～～～～ 

午後 ０時５９分開議 

～～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）休憩前に引き続き、会議

を再開いたします。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査を行

います。 

 当局から所管事務について報告をお願いいたし

ます。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）それでは、所

管事務調査として、委員会資料に基づき説明をさ

せていただきます。 

 企画経済委員会資料の７ページをお開きくださ

い。 

 まず、先般、記者発表いたしました地域成長戦

略促進補助金の公募と雇用創出貢献報奨金制度に

ついて御報告をさせていただきます。 

 まず、地域成長戦略促進補助金の公募について

でございますが、本補助金につきましては、３月

議会で条例改正をお願いしたもので、今回、その

制度内容により公募を開始したものでございます。

制度を簡単に説明いたしますと、目的にあります

ように、高い成長性があり、新たな市場創出が見

込まれ、将来の雇用を支える高付加価値の地域成

長戦略に掲げる分野の企業立地を積極的に推進す

るため四つの分野について基本となります企業立

地支援補助金の限度額を２倍にするなど、手厚く

拡充したものでございます。 

 ２の募集内容にありますように、補助対象は食

品ビジネス、次世代エネルギービジネス、医療・

介護周辺ビジネス、観光ビジネスの成長戦略４分
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野としており、補助金の内容は（２）に記載のと

おりでございますが、限度額が企業立地支援補助

金の２倍というふうになっております。 

 なお、①から③の補助金は企業に有利な補助金

を選択いただくこととなっております。また、④

でございますが、新規雇用補助につきましては一

人当たり５０万円、次世代エネルギー関連施設に

ついては１００万円を補助することとしておりま

す。 

 本補助金については対外的にインパクトを強く

して広くＰＲし、企業の立地を促すという目的も

あり、①から③のどれかと④の補助金の合計の限

度額を１０億円としたところでございます。 

 補助要件にありますとおり、本補助金について

は毎年度公募することといたしております。 

 ４のスケジュールをごらんください。６月３日

公募開始、８月３０日までを公募期間としており

ます。９月に応募のあった事業者の内部審査、助

成対象事業者の書類選考を行い、その結果を

１０月の企業立地審査会にかけ、１０月末には助

成対象事業者に指定書を送付したいとしておりま

す。 

 広報・ＰＲにつきましては、記載のとおり、各

方面へ特に力を入れているところでございます。 

 なお、最後の米印にありますとおり、３月の制

度説明の中では通信費補助についても対象として

おりましたが、制度を確定していく中で、この補

助金については対象外としましたので、報告させ

ていただきます。 

 次に、８ページをお開きください。薩摩川内市

雇用創出貢献報奨金制度の概要について御報告さ

せていただきます。この制度につきましても、

３月議会の委員会の中で案ということで御報告を

させていただいております。修正点等を中心に御

報告させていただきます。まず、趣旨につきまし

て事前に登録した企業誘致サポーター、通称ゆっ

か助っ人からの情報提供が企業立地に結びついた

場合、謝礼として報奨金を支給するものでござい

ます。 

 ３の制度概要でございます。要件にありますと

おり立地企業の要件としましては、企業立地支援

補助金制度の要件を満たす企業で、新設のみを対

象としております。また、情報提供者には紹介企

業の同意を得ていただいた上で情報提供をしてい

ただくこととし、企業との仲介、企業訪問等で

我々と一緒に同行をしていただくこととしており

ます。この場合に旅費は支給をすることとしてお

ります。また、提供いただいた企業情報について

は、既に把握している企業情報や交渉中の企業情

報などについては受理しないこととし、受理した

情報でも、情報提供から２年以内に操業しない企

業の情報は無効とすることとしております。また、

報奨金の額については、最高額１，０００万円は

前回説明のとおりですが、市内雇用者一人につき、

前回の説明では１万円としておりましたのを

１０万円に変更しております。市内在住者を

９０人以上雇用した場合に最高額１，０００万円

を支給するということとなります。 

 なお、制度の実施期間を２５年度から２８年度

までの４年間とするとともに、報奨金の返還につ

いても規定をいたしております。 

 次に、９ページでございます。参考ということ

で企業誘致サポーター制度の概要を記載しており

ます。 

 詳細の説明は省略させていただきますが、本制

度は登録制となっておりまして、４の対象者にあ

りますとおり市民及び市外在住の本市出身者、も

しくは本市の縁故者を対象としており、５の登録

のとおり国会議員、都道県議会議員、市町村議会

議員、国家公務員、地方公務員等は登録いただけ

ないこととしております。 

 議員各位におかれましては、ゆっか助っ人とし

ての登録はできないこととなっておりますが、今

後も引き続き企業情報等の提供に御協力をいただ

きますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 また、現在、平成２４年度に登録をいただいた

方を含め４３名の方に登録をいただいており、今

後の事業計画にありますとおり、今後、現在、市

で作成しておりますＰＲ名刺をサポーターのほう

へ配付をさせていただき、このＰＲ名刺を活用し

て本市の支援制度等のＰＲに取り組んでいただく

こととしております。 

 次に、資料１０ページをお開きください。その

他の事業関係について御報告させていただきます。 

まず、国際交流関係でございます。中国常熟市

交流事業公式訪中団派遣については、１０月

２３日から２６日を韓国昌寧郡交流事業につきま

しては、公式訪日団受け入れを１１月７日から
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９日、郡職員の研修受け入れを９月２２日から

２４日に実施するということで、現在、調整をし

進めているところでございます。 

 次に、国際交流員招致事業でございます。現在、

赴任しております周国際交流員の活動を記載して

ございます。毎週月曜日１６時から１７時の間、

ＦＭさつませんだいのレギュラー出演をして広報

等に頑張っておりますので、ぜひお聞きいただけ

ればと思います。また、地区コミや学校等への出

前講座も実施しております。議員の皆様の地域で

も御活用いただければと思います。よろしくお願

いいたします。 

 次に、企業誘致関係でございます。まず、ＦＩ

Ｍ対策でございます。第２回離職者受入意向調査

を実施しております。５月３１日現在、４８社、

１２６名の求人情報が寄せられております。産業

雇用安定センター、ハローワーク川内、ＦＩＭの

委託事業所等へ情報提供をし、随時面接等を行っ

ていただいているところでございます。 

 また、跡地利用についても、ＦＩＭのほうと情

報交換を行いながら随時進めているところでござ

います。なお、現在、５月末までに第二段階の移

管が終了し、約９０名が退職、今後、６月から

１０月にかけて４５０名程度が退職される見込み

となっております。 

 次に、（２）の企業誘致に係る企業訪問につい

てでございます。５月末現在で見本市、展示会等

での調査も含め３４社を訪問、現在、１４社につ

いて立地に向けた交渉を継続しております。 

 次に、１１ページでございます。市内立地企業

訪問につきましては５月末現在、２１社を訪問し

ておりますが、景況感としては業績が回復してい

る企業は少ないように感じているところでござい

ます。 

 次に、甑島航路関係でございます。５月末の甑

島航路利用者数については、５月１７日から

２９日まで１３日間、シーホークの機関故障によ

る運休があったことから、対前年同月比９２．

２％ということで減少いたしております。 

 次に、１２ページをお開きください。川内甑島

航路開設スケジュールについて御報告させていた

だきます。表中の黒丸につきましては、着手済み

の項目でございます。まず、船舶建造関係では

５月３１日に下関の造船所において起工式が行わ

れ、建造に本格着手しております。待合所等の関

係では県において川内港の浮桟橋設置工事に着手

されており、今後、７月から順次県、市において

各種工事を着手していくこととなっております。 

 なお、県と市によります、これらの複数の工事

をスムーズに行い、来年春の就航に間に合わせる

ため知識副市長を会長とした県と市の所管部長等

による高速船旅客ターミナル整備連絡協議会と担

当者及び工事施工業者等による同専門部会を発足

させております。 

 また、航路申請関係では今月から７月末をめど

に新運賃やダイヤ案を検討し、運行事業者により

８月に国に対し変更申請をする予定でございます。

今後、関係者が連携を図りながら来年春の就航に

向けて一丸となって取り組んでまいります。 

 資料１３ページをお開きください。川内甑島航

路に係る施設等の整備について記載をしておりま

す。まず、アの工程管理及び関係機関調整につい

ては、先ほど説明したものでございます。表のほ

うには進捗状況を記載をしておりますので、御確

認をいただきたいと思います。随時、この内容に

ついて報告をさせていただきたいと思っておりま

す。 

 次に、イの（仮称）川内甑島航路高速船待合所

整備についてでございます。事業期間を７月から

来年２月ごろを予定しているところでございます。

建物の概要等につきましては、構造が木造平家建

て、延べ床面積２９８．７７平方メートル、建築

面積４０５．５８平方メートルで、主な設備とし

て待合所、切符売り場・事務室、売店、多目的室

と、あと建物の周りにフリースペースとして回廊

を整備することとしております。また、周辺施設

としては、その他の施設にございますように屋根

つき歩道、緑地、駐車場等を整備いたします。 

 １４ページをお開きください。待合所の事業費

でございます。建築本体工事１億２，０００万円、

その他電気空調整備工事等が５，０００万円を予

定しております。 

 そのほか、次のウとエにありますとおり、県で

は、県のほうで進めていただきますが、里・長浜

港の人道可動橋の整備や県と市で連携しての案内

板の整備などを進めてまいります。 

 １５ページをお開きください。川内港高速船発

着所周辺の整備予定の位置図でございます。整備



－24－ 

箇所と実施主体を掲載してございます。三角のと

ころに、四角の中に丸で市と書いてございますが、

ここが待合所の位置でございます。その周りが県

によります公園の整備、それから、海側のほうに

浮桟橋がございます。これは県の整備でございま

す。その右側のほうに駐車場ということで、市の

ほうで整備をいたします。また、その隣のほうに

市のイベント広場と県の野球場とございますが、

舗装をするという予定で県と市とそれぞれ分けて

ございます。 

 それから次に、資料の１６ページでございます。

待合所の整備予定の配置図でございます。桟橋の

取りつけの位置関係等、御確認いただけると思い

ます。 

 １７ページが待合所の完成イメージ図でござい

ます。建物と西側の広場をイメージ、海側ですね、

海側の広場のイメージ図となっております。資料

が白黒となっておりますが、今、前のほうの椅子

にカラーのパネルを準備してございます。それが

海側のほうから見たものと、それと、その裏側か

ら見たイメージ図というふうになっております。 

 次に、資料１８ページでございます。待合所の

平面図でございます。ページの左側、横にして見

ていただきますと上側のほうということになりま

すが、駐車場、バス停側のほうになります。右が、

下側のほうが海側のほうです。左側の１８ページ

と振ってあるほうが県道側、その反対側が川内川

のほうになります。文字が読みづらいですけれど

も、ちょうど真ん中の円のところ、柱になります

が、ホールの文字が見れると思いますけれども、

このホールの上側の入り口からバスや駐車場利用

者の方々が入ってこられて、右側のほうに抜けて

浮桟橋のほうに行くという動線となっております。 

 建物内は右上に事務室、切符売り場、観光案内

場、それから、真ん中の上に売店、左上側にトイ

レ、左の下側に多目的室、下側の海側のほうに待

合いスペースというふうになっております。また、

建物の周りに１．９１メートル、約１間の回廊を

ずっと回すようにしてございます。ここでは農産

物販売など、多目的な利用ができるように考えて

いるところでございます。 

 次に、１９ページでございます。川内港利活用

関係で、まず、外貿コンテナ取扱量について暦年

集計となっておりますが、５月末の取扱数量が

７，９２４ＴＥＵで、対前年同月比プラス

１，０６３ＴＥＵ、１１５．５％となっており、

現在のところ過去最高となりました昨年のペース

をさらに上回っている状況でございます。 

 次に、（２）の川内港外航船入港状況では、

４月末が５９隻、対前年比１４隻の減、８０．

８％、うち検疫対象船は２４隻、対前年比１９隻

の減、５５．８％と減少をしております。これは、

ことしに入りまして火力発電所の燃料船が国内輸

送となったことにより減少しているところでござ

います。 

 以上で、企業・港振興課について説明を終わり

ますが、関連がございますので、建築住宅課のほ

うも同席させていただいております。関連の御質

疑に対しましては同課からも回答させていただき

ますので、御了承いただきたいと思います。 

 よろしく御審査賜りますようお願い申し上げま

す。 

○委員長（佃 昌樹）たくさんの事業を一遍に

説明をいただきました。一括審査をしていきたい

と思いますので、御質疑をお願いいたします。 

○委員（宮里兼実）今、この１０ページの企業

誘致関係というところで、いろいろあっちこっち

企業にお願いに回られておられるわけですが、

５月末現在では３４社のうち、現在１４社につい

て立地に向けて交渉を継続中という、これは県外

ですか、県内ですか。それと、交渉を継続中とい

うのは、ある程度見込みがありそうな状況なのか。 

○委員長（佃 昌樹）傍聴の申し出があります

ので、これを許可したいと思います。１名です。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）１４社につき

ましては、鹿児島県内が４社ございます。あと九

州が５社、あと東海、関東で５社というような状

況で回って、今、交渉をしているところですが、

薩摩川内市にということでお話があるところ、そ

れと鹿児島県内にとかということで何とかつなが

っているところ、実際に進出計画が、ある程度具

体化してというのは、今のところ１社という感じ

でございます。資金繰り等がうまくいけば早目に、

この 1 社は来れるんじゃないかなというふうに思

っております。 

○委員（谷津由尚）７ページの地域成長戦略促

進補助金の件なんですけど、６月３日にプレスリ

リースをされまして、その後、これに対する反響
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といいますか、その企業側からの問い合わせとい

うのは、どの程度あったんでしょうか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）６月３日に発

表しまして、翌日に新聞、テレビ、取り上げてい

ただきました。１社は全国版にも取り上げていた

だいたところでございます。ちょうど昨日までの

集計でいいますと、補助金関係の問い合わせとい

うのが３１件ございます。このほか、あと自治体

その他からの問い合わせが、このほかに７件とい

うような状況になっております。 

○委員（谷津由尚）当然、その問い合わせをさ

れた企業は、何らか、やはり補助率及び補助金に

魅力があって、それを一つの判断材料にして考え

を進められるわけですけれども、そうしたときに、

この４のスケジュールです。当然、その公募期間

があって、企業立地審査会があってと、それで最

終決定されるということなんですが、ぱっと見た

ときに、ちょっとこれ時間がかかり過ぎじゃない

かなと思うんですが、先ほど言いましたように、

こういう助成金を、やっぱりこれに魅力を感じて

こられる企業というのは一刻も早い、こういうジ

ャッジが必要だと思うんです。その辺については、

当然、誘致の中で、その話が、そういうふうに及

んでいくだろうとは思うんですけど、このスケジ

ュールについて、ある程度柔軟性というのはどう

なんでしょうか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）公募期間は、

もうちょっと変えられませんので、その後の審査

状況につきましては、応募の事業所数等により、

まだ短縮できるのではないかなというふうには考

えております。多く来られれば、それだけ審査に

も時間がかかるというふうに考えておりますが、

少なければ早められるというふうに考えておりま

す。 

○委員（谷津由尚）多くてもです。多くても、

やはり１社、１社に対する、それはやはり彼らに

望んでいる姿に対する我々の応え方ですので重要

だと思いますので、そこは柔軟性を持って対応さ

れるようにお願いをしたいんですが、どうですか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）内部の審査が、

そこの企業さんの経営状況とか、そういうところ

までちょっと審査をさせていただくことになって

おりまして、調査機関等も使ったりとかしますの

で、できるだけ早くできるように努力したいと思

います。 

○委員（谷津由尚）はい、よろしくお願いしま

す。それと１９ページの、このコンテナの取扱量

なんですが、すみません、取扱量の直接的な増加

要因というのは、今わかっている範囲で結構です

ので、ちょっとおっしゃってください。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）輸出のほうが

伸びておりまして、パルプ等の輸出が伸びている

というのが一番の要因であるというふうに考えて

おります。 

○委員（帯田裕達）ちょっと教えていただきた

いんですが、補助対象の、ここに列記してあるん

ですが、それともう一つ、企業誘致のところです

が、この二つのところで海外の会社も対象になる

んですか。 

○企業・港振興課長（奥平幸己）市内の企業が

絡んでくれば、調査等をちょっとできるんですけ

ど、今のところ海外の企業の場合に調査ができる

かどうか、そこら辺ちょっと不安なところもござ

いますので、ちょっと検討をさせていただきたい

と思っております。今のところ、基本的には考え

ていないということです、ここの中では。 

○委員（帯田裕達）当然そういうことも起こり

得る時代だと思いますで、そこはもう早目に検討

していただいたほうがいいんじゃないかと思いま

す。 

○商工観光部長（末永隆光）企業立地の国内、

国外の、それぞれ出てきた場合はどうするのかと

いうことですが、制度的には国外はだめだという

ことはうたっておりませんので、その申請があっ

た段階で企業立地審査会を開催し、その会社がき

ちんとした経営計画があって、今後も、雇用もあ

って経営が続けられるというような見通しがあれ

ば、海外もあるのかなというふうには思っている

ところであります。 

○委員長（佃 昌樹）ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を認めます。 

○議員（下園政喜）待合所ですけれども、大変

港に建つ建物で、台風等が心配されるんですが、

そこで、なぜ木造になったかと、既存はほとんど

鉄筋でできていると思うんですが、教えていただ

きたいと思います。 
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○企業・港振興課長（奥平幸己）建築住宅課の

ほうから回答をお願いいたします。 

○建築住宅課専門職（石原伸一）工事の執行委

託を受けています建築住宅課でございます。 

 木造構造につきましては、どうしても私たちの

ほうも海のそばということと、耐久性も考えてコ

ンクリート造か、もしくは鉄筋、もしくは鉄骨づ

くりというふうに考えてはおりましたんですけれ

ども、今回の、この待合所を含めまして１３ペー

ジにございますとおり、待合所整備の整備方針と

いうのが③にございます。九州新幹線、シャトル

バス、待合所、高速船と一体となったイメージを

醸成しというところで、今回、この待合所のデザ

インを考えていただきました水戸岡先生のほうと、

いろいろと協議、やとりさせていただいて、水戸

岡先生のイメージの中では、この海を隔てる甑島

に向けての最後の送り出し口としての構造体とし

ては、木造でやりたいということがございまして、

建築住宅課もいろいろ考えましたんですけれども、

将来に向けての観光客を含めた新しい旅の戦略的

なものもありまして、木造でやろうと、木造によ

りましても、もう海べたということで、非常に心

配するわけですけれども、それなりの構造計算を

しまして耐久性の、より高い、木造は木造でも耐

久性のある構造にしようということで設計事務所

として両方、この携わりました鎌田設計も含めて

構造的にも間違いないものとして仕上げて、今、

発注のための手続をしているところでございます。

以上でございます。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、企業・港振興課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

   △観光・シティセールス課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、観光・シティセー

ルス課の審査に入ります。 

 ここで職員の紹介をお願いします。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）初

めに４月１日付の人事異動によります観光・シテ

ィセールス課の職員の紹介をさせていただきます。 

 また、今年度から観光・シティセールス課はグ

ループ名を変更しておりますので、あわせて紹介

させていただきます。 

 そちらから見て左側になります課長代理兼観光

事業グループ長の村岡でございます。 

○課長代理（村岡斎哲）村岡です。よろしくお

願いします。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）次

に主幹兼戦略営業グループ長の有馬でございます。 

○主幹（有馬眞二郎）有馬です。よろしくお願

いいたします。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）そ

れから、最後に観光企画グループ長の藤園でござ

います。 

○観光企画グループ長（藤園賢一郎）藤園で

す。よろしくお願いします。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）ど

うかよろしくお願いいたします。 

────────────── 

   △議案第９３号 平成２５年度薩摩川内市

一般会計補正予算 

○委員長（佃 昌樹）それではまず、審査を一

時中止しておりました議案９３号平成２５年度薩

摩川内市一般会計補正予算を議題といたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）そ

れでは、議案の説明に入らせていただきます。 

 議案第９３号平成２５年度薩摩川内市一般会計

補正予算につきまして、観光・シティセールス課

分の歳出予算について御説明申し上げます。予算

関する説明書の２３ページをお開きください。 

 ７款１項３目観光費の歳出の補正額はゼロ円で

ありますが、これにつきましては当初予算に計上

しておりました、ぽっちゃん計画プロジェクト事

業で甑島地域分につきまして、県の特定離島ふる

さとおこし推進事業の採択を得ましたので、今回、

その財源の県支出金４１３万９，０００円につい

て財源の調整を行うものでございます。 

 続きまして、歳入ですが、予算に関する説明書

の１０ページをお開きください。 

 下から３行目になります、１６款２項５目２節

観光費補助金の補正額は４１３万９，０００円で

あります。これにつきましては歳出と同様で、当

初予算に計上しています、ぽっちゃん計画プロジ

ェクトの県特定離島分の採択を得ましたことから

補正を行うものでございます。 

 以上で、説明を終わります。 

 よろしく御審査賜りますようお願い申し上げま
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す。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、議案第９３号平成２５年度薩摩川内市

一般会計補正予算のうち、本委員会付託分につい

て、質疑は全て終了しましたので、これより討

論・採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をいたしました。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査を行

います。 

 当局から、所管事務について報告をお願いしま

す。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）そ

れでは、さきに配付させていただきました企画経

済委員会資料、商工観光部の２０ページをお願い

いたします。よろしいでしょうか。 

 観光・シティセールスに関する取組状況につき

まして、まず１点目の主要統計でございます。 

 新幹線乗降者数は、平成２３年度対比で１．

０１％ということで、１００万人を超えまして、

１０６万７，０００人でございます。２年連続の

突破でございます。 

 それから、甑島商船の旅行会社経由の乗船者数

でございますが６，１４０名でございます。平成

２０年度の２．５倍、５年連続増加でございます。

宿泊者数は、前年比０．７７ポイントで２５万

３，０００人でございます。これは川内地域の、

特に原子力発電所の停止に伴う減少が大きかった

と分析しております。 

 ４点目です。訂正をここでお願いいたします。 

 平成２４年度の観光入込客数が訂正で２６３万

２，５５３人でございます。申しわけございませ

ん。平成２３年度対比で計算しますと０．

９９５になります。 

 観光入込客数は、対前年比ほぼ同じ数字ですが、

宿泊者数に減少に対しまして、総合運動公園の利

用者が、この入込客数にカウントされてまして、

それを相殺して、対前年比ほぼ１００％というこ

とでの観光入込客数になっております。 

 それでは、２点目の主な取り組みでございます。 

 まず、観光の分野につきまして、（１）観光案

内所の５月３１日現在の問い合わせ案内数は

２，８７８名でございます。 

 それから、観光誘客につきましては、観光ツ

アー、８ツアー、１３９名を受け入れております。

営業活動といたしまして、関東、関西、福岡方面

のほか、郷土会への営業を実施しておりまして、

昨年度に引き続き今年度も大綱引に合わせまして、

近畿薩摩川内会のふるさと探訪ツアーの実施が内

定しております。東京につきましても、今、営業

中でございます。 

 それから、このほかに福岡の郷土会が、この夏

に甑島に郷土会としてツアーに来ていただくこと

になっております。 

 ②のイベントコンベンションの誘致につきまし

ては、あさって収録がありますが、ＮＨＫの「俳

句王国がゆく」も含めまして、４件が実績と予定

となっております。 

 観光ガイドにつきましては、本土のいたっみろ

会が４回、ふるさと案内人の会が５２回のガイド

を活動されております。 

 ２１ページになりますが、グリーン・ツーリズ

ムにつきましては、前半戦の受け入れが終わって

おります。８校、９９８名の受け入れをしており

まして、枠外にあります昨年度の実績を見ていた

だきますと、前半戦でほぼ昨年度と同数ぐらいの

受け入れをしております。今年度は１，９００名

近い受け入れの予定でございます。 

 ②のブルー・ツーリズムにつきましては、引き

続き教育旅行受け入れのセールス活動をしており

ます。 

 観光イベントにつきましては、後援実績、イベ
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ント参加者数が、後援４件、有料参加者数が

２６４人となっております。 

 きゃんぱくの夏旅につきましては、６月８日か

ら夏旅が始まっておりますが、参加定員が

１，７１４名ということで、今、随時実施をさせ

ていただいているところです。 

 こしき島アクアスロン大会につきましては、

１０月１９日の開催が決定しております。 

 その他のイベントといたしまして、５月にダイ

ワグレマスターズの決勝大会、これは参加者数

５０名、有料参加者ゼロとなっておりますが、全

国１，４２０名のうちの１６名が招聘されて参加

された大会でございました。来年度も実施してい

ただけるということで、今、内定をいただいたと

ころです。 

 それから、５月のウミネコまつり、６月のイカ

つり大会、ごらんのような数字になっております。 

 めくっていただきまして、地域観光につきまし

ては、５月に川内高城温泉のマル善さんの事業縮

小に伴う対策会議に出席しております。 

 それから、②市比野温泉につきましては、活性

化協議会総会・事務所オープニングに出席、ぽっ

ちゃん計画の一環で、地域おこし協力隊を２名配

置して、鋭意活動させております。 

 入来麓につきましても、５月１７日に武家茶房

「Ｍｏｎｊｏ」がオープンいたしまして、もんじ

ょの郷という観光案内所も開所していただきまし

た。こちらのほうも地域おこし協力隊を１名配置

しておりまして、鋭意活動させております。 

 それから、④藺牟田池・藺牟田温泉につきまし

ては、藺牟田温泉街で温泉活性化に向けた意見交

換会を４月１９日にさせていただいております。 

 それから、５月２３日に、いむた池イベント委

員会の総会に出席し、花火大会であるとか、マラ

ソン、登山大会についての実施方針の決定と、そ

れからイベントの商品化についての議論をさせて

いただいております。 

 大きな２点目の物産につきましては、物産観光

イベント、実績と予定１６件でございますが、

８月４日に関西かごしまファンデーが予定されて

おりまして、こちらのほうに知識副市長が参加さ

れる予定になっております。 

 このほか、山形屋と伊勢丹立川店の催事の、昨

年度から実施しておりますが、実施の内定をいた

だいているところです。 

 （２）販売促進・ビジネスマッチングにつきま

しては、ＡＮＡの国内線ラウンジでキビナゴの空

揚げを取り上げていただいております。 

 それから、オンラインショップにつきましては、

苦戦しておりますが、こころ観光物産ガイドが累

計で３６万５，０００円、フェイスブックのＦＢ

良品薩摩川内が２１万７，０００円の売り上げと

しておりますが、このうちＦＢ良品につきまして

は、現在全国の１０団体と一緒になりまして、サ

イトを設けておりますが、９月から名称を変更す

ることになりました。先日、その総会がございま

して、ＦＢ良品からジャパン・サティスファクシ

ョン・ギャランティードという名称に変わりまし

て、正式に手続が終わりますと、改めて御案内さ

せていただきます。 

 名称変更の理由は、ＦＢ良品の商品を東急ハン

ズさんにおさめようとしたところ、名前がちょっ

と紛らわしいという御指摘がある、そういう事例

が幾つかございまして、名称を東南アジアで今、

展開しています、これはアパレル系の強いブラン

ドなんですが、サティスファクション・ギャラン

ティードと組みまして、通信販売を展開しようと

いうことでなっております。 

 現在、１０団体でございますが、本年度中に

３０団体を目指して、組織の拡大をということで、

今、武雄市さんが中心になって進められていると

ころです。 

 それから、２３ページでございます。名物グル

メ・スイーツにつきましては、ごらんのような実

績でございますが、７月に関係者、あるいは料飲

業の方々を集めまして、改めてグルメ開発等につ

いての意見交換を今、予定しているところです。 

 それから、大きな３点目の観光施設につきまし

ては、観光宿泊施設、いむた池の民間譲渡手続中

でございますが、現在、問い合わせ・営業を

４６件、受けたり営業をかけたりしておりますが、

このうち現地確認をしていただいたのが７件、具

体的に質問をいただいて申請準備に入られている

のが２件ございます。 

 応募が済んだのが１件ございまして、現在の見

込みでは２件から３件で審査をする見込みという

ふうに予定しております。なお、応募のあった

１件が福岡市、具体協議をしている２件は、福岡
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と東京の事業者さんでございます。 

 それから、（２）観光物産施設につきましては、

道の駅遊湯館の利用者合計が、対前年比と同様に

２２万４，０００人でございましたが、売り上げ

につきましては１億６，６００万円ということで、

過去最高になっております。 

 そのほか、お知らせしたいんですが、竜仙館に

つきまして、祁答院のそうめん流しです。これの

指定管理の営業中止の申し出がございました。そ

こで、急なんですが、７月３日に地元説明会を開

催したいと考えております。 

 その後の流れといたしましては、指定管理者の

追加の公募をしたいと考えております。また、指

定管理期間が２７年度まででして、今年度も契約

をしているんですが、その途中での営業休止とい

うことで、直営で営業自体は９月末で終わるんで

すが、それ以降は直営で施設管理を行うというこ

とで、それにかかる補正予算の提案を予定してお

ります。 

 その後は、１２月に指定管理者の公募を締め切

りまして、指定管理議案の改めての提案という流

れで考えております。 

 めくっていただきまして、２４ページでござい

ます。甑島の里港と、それから長浜港の待合所に

つきまして、改修の設計委託の予算を認めていた

だいておりますが、６月１９日と本日２８日、そ

れぞれ現場に入りまして、今の事業者さんとの意

見交換等を進めさせていただいております。来年

度改修ができる予定で今、準備を進めているとこ

ろでございます。 

 観光船の利用者状況は、ごらんのとおりで対前

年比同月比で増加でございます。 

 シティセールスプロモーションにつきましては、

情報発信、まずＷｅｂサイトこころにつきまして

は、アクセス件数、５月末の対前年同月比で１．

２３倍となっております。 

 フェイスブックページ、それからメルマガもご

らんのとおりでございます。 

 広告・メディアリレーションにつきましては、

②広告につきまして、南日本新聞で新聞広告を

１件、それからＦＭさつませんだいでＣＭと番組

協賛の広告を出させていただいております。 

 そのほか、テレビ放映、記事掲載については、

県内向け、県外向け合計３３件でございます。 

 交通広告につきましては、４月から鹿児島空港、

ＪＲ博多駅、それから福岡までの長距離バス、Ａ

ＮＡの国内旅客機、前年どおりで今、広告をさせ

ていただいております。 

 ２５ページでございます。ＰＲ、営業トップ

セールスの状況は、ごらんの１０件でございます

が、地元商談会とバイヤー等の視察対応を２件し

ております。 

 それから、（４）薩摩川内大使につきましては、

先日、御案内いたしましたとおり、スポーツ大使

の制度を追加いたしまして、真鍋監督に第１号に

なっていただいたんですが、７月１０日に植田監

督が、こちらに来られた際に、２人目のスポーツ

大使の委嘱を予定しております。親善大使の活動

回数は５月末で５回でございます。 

 それから、薩摩川内スピリッツブランドロゴの

商標使用につきましては、申請、認定商品２８件

でございまして、昨年度の総売り上げが約３０億

円でございました。 

 シティセールスサポーターにつきましては、

４，３００人の会員数となっておりますが、７月

に小規模の交流会を実施したいと考えております。 

 めくっていただきまして、２６ページでござい

ます。観光物産協会につきましては、４月に設立

式を行い、５月１日に旅行業者登録が終わってお

ります。 

 売上状況といたしましては、観光で６万

４，０００円、物産で２５万５，０００円、約

３２万円と、５月末でなっておりますが、６月分

は統計しますと８０万円になっております。 

 今年度３，０００万円を目指しておりますが、

催事の実施が内定したことと、卸の取引の今、交

渉中のところが１０件ほどございまして、順次、

売り上げが上がっていくと予定しております。 

 そのほか、（３）にありますが、出前説明を実

施しておりますが、その中で観光物産懇談会を観

光物産協会と合同で、市内９会場で開催いたしま

した。最終的には参加者は２４１名だったんです

が、観光物産に関する各地域での意見交換会の場

は初めてでしたので、内容につきましては、その

取組状況の概要を理解していただくというふうな

形になりました。 

 その中でも説明したんですが、今年度中にもう

一回、開催させていただきまして、開発した商品
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とか、実際に取り組んで、先進的な事例で参考に

なるような方々の紹介、それからグルメも含めま

して、現在の取り組みについての意見交換等を開

催したいと考えております。年度の後半で開催し

たいと考えております。 

 以上、観光・シティセールスの主な取組状況に

ついての報告であります。ありがとうございまし

た。 

○委員長（佃 昌樹）たくさんの報告をいただ

きました。 

 これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（川畑善照）観光大使が塩田さん以下、

今度のスポーツ大使まで、植田監督を別として、

まず、観光大使のほうだけ、真鍋さんは今なられ

たばかりですから、この効果というのが、どの程

度あるのかということ。それと、やはりその名刺

をただでやるぐらいで、それ以上のことはされて

ないのか。いずれにしても、ただ名目上なのか。 

 それといろんなセールスをされてますが、この

セールスをされるときに、セールスというのは出

店ですね、出店の場合に前は納品だけはだめであ

って、人件費を出し、テナント料を払ってやっと

ったわけですが、今、持ち込みもできるんですか。

そういう市内の商品を集めて持っていかれること

があるんですか。その２点、お知らせください。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）

２点、御質問いただきました。 

 観光大使は、今どういう状況になっているかと

いいますと、名刺をお預けして配っていただいて

いるということで、足りなくなれば、去年は

１，２００枚ぐらいだったと思います。お送りさ

せていただいてます。 

 その効果はということで、数字で出せるものは

ない状況でございます。ただ、私どもが営業に行

ったときに、薩摩川内なりを説明する中では使わ

せていただいたり、ファンの方がうちのホーム

ページを見てコメントをしていただいたりとか、

そういったつながりになっております。 

 また、やり方はちょっと違うんですが、吉幾三

さんの場合は、毎年こちらに来ていただいている

ということで、その都度、放送の中で薩摩川内を

言ってあげるよとはおっしゃっているんですけれ

ども、その機会を伺っていただいているとは思っ

ているんですが、私どもはマネジャーさんに、そ

の都度、連絡をしまして、よろしければというよ

うな形でしています。 

 植村愛ちゃんが、例えば「笑っていいとも」に

出るときもお願いしたりして、出てもいいような

状況にはしたんですけれども、なかなか言っても

らえないという、局側のやはり方針もありまして、

そういったのをトライしている状況ではございま

す。 

 それから、セールスにつきまして、どういうや

り方をしてるかと言いますと、私どもは基本的に

相手さんに合わせまして企画書をつくっていきま

す。御社で取引していただけるんであれば、こう

いう商品がありますと、写真と在庫、金額も含め

て大まかなところの説明をして、場合によっては

サンプル品を持参します。冷えたやつを持ってい

ったりするんですが、多くの場合は、サンプルを

送ってくれという声がありまして、それを送らせ

ていただいているという営業の仕方になっており

ます。 

 あと東京、それから福岡でも催事をやりますの

で、そこの会場に来ていただけるように、常に連

絡をとりながら、今度、例えば伊勢丹でやります

ので、ぜひ来ていただけないでしょうかというこ

とで、時間を合わせて、そこで、現場で説明をし

たり、そういったことをさせていただいている状

況です。 

○委員（川畑善照）観光大使のほうは大体わか

ります。ただ、今後やはりビジネス的に難しい面

もあるかと思いますけれども、やはり極力そうい

う機会を捉えて、アプローチをしていただきたい

ということ。 

 それから、商品の販売の場合に、やはり登録店

舗数、あるいは、そういう業界の登録制度をされ

ていると思うんですが、その登録の名簿がわかっ

ておったら、またお知らせください。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）そ

の登録というのは、市内事業者さんの登録でしょ

うか。 

 市内事業者の登録につきましては、今、観光物

産協会のほうで準備をしておりまして、名前は変

わるかもしれませんが、観光物産協会友の会とい

うことで、催事のたびに情報を提供するというよ

うな情報会員的なことの募集の準備を今させてい
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ただいているところです。 

 現在のところ、どうしているかといいますと、

旧特産品協会の会員の方とか、それから、観光物

産懇談会の中で、そういう情報をくれという事業

者さんには、現時点でもファックス等での連絡は、

催事の予告はさせていただいているところです。 

○委員（川畑善照）はい、わかりました。いい

です。 

○委員（帯田裕達）お伺いします。 

 観光・シティセールスに関する取り組み状況で

すから、当然株式会社が取り組んでいる内容もこ

れには入っているわけです。分けてはないんです

けど、そこで観光案内所について、川内駅観光案

内所は、これは当然、今、株式会社でやっている

事業です。そうした場合に、例えばどういう問い

合わせとか案内が一番多いのか。 

 例えば、それに対して旅行業、観光業、宿泊も

あっせんしているということですが、どの段階で

そのアールが発生するのか、今現在、そのアール

も取っていらっしゃるのか、そこら辺をちょっと

詳しく教えていただきたい。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）

アールというのはあっせん料ということで説明さ

せていただくと、まだ、あっせん料につきまして

は、取っておりません。手数料をホテル旅館組合

さんからいただく方向で、今、協議を、相談をさ

せていただいているところです。 

 これまでは、どういうことをしていたかという

と､実は旧観光協会では宿のあっせん、紹介をされ

てませんでした。パンフレットを見せて、これか

らお宅様が選んでくださいという紹介の仕方をし

てたんですが、現在は、お客様の御希望を聞いて、

第１希望、第２希望でお勧めをして、特に甑島に

つきましては、部屋にかぎがついている、それか

らベット、布団の形態、それから、こちらのほう

では洋風、和風、それから食事の好みとか聞いて、

紹介をするようになっています。 

 ちょっと落ちつきましたら、ホテル旅館組合さ

んとちゃんと契約をしまして、その手数料をいた

だくという方向で考えております。 

 観光案内所での案内業務で多いのは、甑島地域

は両方とも甑島の交通、あるいは宿、観光地の紹

介、行き先、道順、そういった案内が多いんです

が、川内駅につきましては、薩摩川内のみならず、

例えばさつま町までのバスのルートであるとか、

串木野は新港があるんですけれども、日置方面に

行く場合のルートであるとか、広域的な交通の案

内と、それから、時間が２時間ぐらいあるんだけ

ど、どこか時間を潰すところがないかとか、それ

から駅周辺の食事の場所、そういったものの問い

合わせが多いと報告を受けております。 

○委員（帯田裕達）わかりました。 

 それから、２５ページの観光誘客セールス、関

東と関西に行かれて、備考欄に１３社と書いてあ

るんですが、これは旅行業者を回られたというこ

とでよろしいんですか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）旅

行業者でございます。 

○委員（帯田裕達）わかりました。 

○委員（森永靖子）２３ページですが、この

２番目、名物スイーツはｍｕｃｃａだけですか、

あとは考えていらっしゃらないんですか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）こ

のｍｕｃｃａにつきましては、菓子業組合さんが

中心になってつくられたと、あとまちづくり薩摩

川内、旧ＴＭＯの、そこが組んでつくられたメニ

ューでございまして、私どもといたしましては、

複数店舗で同一の商品をＰＲする場合は、どんど

ん応援させていただくということで、各お菓子屋

さんとかに回ったりはしてるんですが、現在のと

ころでは、それぞれでまだされているというか、

菓子業組合としても、今現在は具体的な動きがな

いところです。 

 実際、外の物産販売に関しましては、個々個々

のお菓子屋さんの商品はどんどん、卸も含めて紹

介、あっせんはさせていただいているところです。 

○委員（森永靖子）市として、何か言えるとこ

ろがあれば、終わったときにぽろぽろするよりも、

固形なものがあるということで、さつまぼうろな

どもという要望があると聞いたんですが、中に黒

砂糖を入れるとか聞きましたが、そういうのは、

そちらのほうには届いてませんか。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）丸

ぼうろといいますか、ぼうろもそうなんですけれ

ども、ほかにもお餅系のものとか、こういうのが

欲しいという、特に出身者の方からは御要望をい

ただいているところではあります。 

○委員（森永靖子）１番目のグルメのところで
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は、もうこれ以上はふえるあれはないですか、メ

ニューのところで。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）私

どもといたしましては、まだまだ不十分と思って

おりまして、関係者の方々も集まっていただいて、

新しいメニューの開発、まず主体は誰がやるかと

いうところからなんですけれども、そういった仲

間、グループを募るきっかけをどんどんつくって

いきたいと考えております。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を認めます。 

○議員（杉薗道朗）川内高城温泉でございます

が、先ほどちょっと説明がありました、名湯百選

ということもありますし、薩摩川内市内の中でも

温泉質もよくて、非常に知名度も高いところなん

ですけど、残念ながら、このマル善が規模縮小と

いう事態になっております。 

 せんだって、この対策会議もあったようでござ

いますが、現状、従業員の方が２名ほど残ってい

らっしゃるんでしょうか、営業時間も、もう９時

までとなっているし、それから宿泊は当然できな

いということで、入湯客のみの扱いということで

もありますし、私は非常に温泉好きなものですか

ら、よく利用しているところなんですが、そうい

ういろんな弊害等も出てきているのかなと。 

 県外からも結構な客が見えているというふうに

聞いておったものですから、残念な思いがするわ

けです。 

 特に、あの一体での核となる施設でもあったも

のですから、この協議会の中でどのような話がな

されて、善後策いろいろあったんだろうと思いま

すけれども、紹介できる範囲で結構ですから、教

えていただければと思います。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）当

日の会議は、地元の方、コミュニティも含めまし

て出席されました。 

 それから、マル善の社長さん、息子さんも参加

されまして、事業縮小の経緯の説明がございまし

た。その日の会議の結論といたしましては、地元

が何とかせないかんなせんか、まとまらないかん

なせんかという声がある一方で、もうちょっと慎

重にといいますか、本当にやる気のある人たちで

やったらどうかと意見がありまして、継続的に今、

地域の活性化について、どんな説明方がいいか検

討しましょうというようなところで前回は終わっ

ております。 

 その後に、私は社長さんと個別に、もう４回ほ

ど会って、あちらというか、マル善さんの御都合

といいますか、状況を聞いたりしておりますが、

せんだって先代さんが亡くなられましたので、今

ちょっと間をおいている状況ではあります。 

 いずれにいたしましても、地域の方々がお客様

を迎えられる体制も必要ではないかとは考えてい

るところです。 

○議員（杉薗道朗）せんだってはテレビ放映の

中で、錦野旦さんあたり、ちらっと映って、甑が

メーンで紹介されましたけれども、市外に情報発

信されている地域でもありますので、地元の方々

は、それなりに何とか、せっかくの核施設でもあ

りますし、地域おこしのそういう大事なところで

もありますから、やっていきたいという思い、い

っぱいあるんでしょうけれども、なかなか先が難

しい状況かのようには聞いております。 

 ただ、今のところトンネルの関係とか、また地

元の方々が、以前、出された地域振興の中で、い

ろんな大きな夢を抱いている部分があったんです

けれども、それにも大きく影響していく部分もあ

りましょうし、ここはしっかり、また行政のほう

でも支援できるところはしっかり支援していただ

いて、ぜひまた川内高城温泉、また従前のように、

少しまた、いろんな意味で客がふえるような取り

組みができればなと、これは希望的なものですけ

れども、頑張っていただきたいというふうに思い

ます。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）意見要望であります。 

○議員（江口是彦）いっぱいいろいろお聞きし

たいのが多いんですけど、委員でありませんから

１点だけ聞かせてください。番外として。 

 甑島でのアクアスロン大会であります。これは

非常に単独開催というのは、日本で初だというこ

とで、去年はちょうど選挙が、日程がずれたのも

あって、もう全く選挙とダブって、私も、もう気

になりながら、今言われたように選挙カーから、

このトライアスロン連合の役員の方が、県庁の職

員がいるんですが、その子が来ているのも選挙

カーの中から手を振って確認するぐらいで、落ち

つかなかったんですけど、後で彼らから話を聞い

てみると、すごい大会だと、しっかり育ててもら
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ったら、もう非常にいいあれだっていう、場所も

いいし、ぜひ頑張ってくださいよという、自分た

ちも頑張りますということだったんですけど、い

ろんなイベントで成功、継続、成功していってる

というところは、やっぱり実行委員会なんかの立

ち上げが早いんです。もう極端に言うと、反省会

とうったち会が一緒にいくぐらい。だけど行政が

かかわっていると、予算がついてからってなるも

んですから、３月に予算がつき、いろいろ企画し

ている間に６月ぐらい、５月とか実行委員会がス

タートするということが多いんですが、その辺の

実行委員会、民間も含めたのを広報せんでも、も

う早くからやれるような、そういう実行委員会体

制はどうなんでしょう。 

○観光・シティセールス課長（古川英利）実

行委員会は――当然、支所も応援してますが、観

光物産協会にありまして、アクアスロンにつきま

しては、もう既に実行委員会は立ち上がっており

ます。 

 継続的に実施できるということで、大きな二つ

の要素がございまして、一つは当日の地元の応援

体制です。スポーツ競技で人員がかなり必要です

ので、そういった消防団の協力とかいうのが必要

だということで、早目の立ち上げということと、

もう一つ、財源を、このイベントが初めてだった

んですけれども、市外からの事業者の継続的な協

賛金を集めるということで、大手広告代理店と組

んでやってますので、そういった意味で準備の部

分は大丈夫だとは思うんですけれども、資金調達

と応援体制については、しっかりともう準備がで

きまして、今、その営業をさせていただいている

ところでございます。 

 昨年度の反省でうまくいかなかった部分を、地

元での調整が若干残っておりますので、それは鋭

意進めるようにということで、この前も打ち合わ

せをさせていただきました。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、観光・シティセールス課を終わります。

御苦労さまでした。 

 次に、企画政策部に入ります。 

────────────── 

   △企画政策課の審査 

○委員長（佃 昌樹）まず、企画政策課の審査

に入ります。 

 ここで、職員の紹介をお願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、４月１日

付で職員に異動がありましたので、紹介させてい

ただきます。 

 私、上大迫でございますが、４月１日付で企画

政策課長に着任いたしました。よろしくお願いい

たします。 

────────────── 

   △議案第８６号 薩摩川内市まちづくり計

画の変更について 

○委員長（佃 昌樹）それでは、まず、議案第

８６号薩摩川内市まちづくり計画の変更について

を議題といたします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、議案第

８６号薩摩川内市まちづくり計画の変更について

説明申し上げます。 

 事前に配付させていただいております議会資料

をお手元にお願いしたいと思います。１ページに

なります。 

 議案つづりで変更箇所を説明する前に、議会資

料にて概要を説明させていただきます。 

 資料の一番上になりますが、計画変更の目的で

ございます。議場での提案理由の説明の際に申し

上げましたが、関係法令の改正によりまして、合

併特例債の活用期間が５年間延長されました。 

 一番目のところに書いてありますが、まだ、ま

ちづくり計画に位置づけました諸施策について、

課題も多く取り組むべき事項等も多いということ

から、合併特例債が活用できるように変更しよう

とするものでございます。 

 変更の内容は、大きく二つでございます。まち

づくり計画書の計画本文につきましては変更なく、

その期間を１５年とし、５年間延長し３１年まで

とするものでございます。 

 あわせまして、それを下支えしております財政

計画につきましても、下段からの説明になります

が、計画期間と同様に５年間延長し、３１年まで

とする点。それとあわせて、その上段になります

けれども、合併特例債の活用見込額を約２００億

円から約３００億円に引き上げようとするもので

ございます。 

 計画の構成は、下段の図のほうで説明申し上げ

ますが、まず、中額となります真ん中の分でござ
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います。市町村建設計画、いわゆるまちづくり計

画につきましては、合併前、法定合併協議会で確

認し、それぞれの旧市町で議決いただきました。 

 その後、左側でございますが、総合計画、第

１次総合計画に計画骨子内容、ともに引き継ぐ形

で、２６年までの第１期の計画ができているもの

でございます。今後につきましては、２６年度ま

での間に第２期の総合計画を策定する予定であり

ます。また、右側になりますが、財政運営プログ

ラム等についてでございます。 

 新市まちづくり計画につきましては、先ほど説

明申し上げました財政計画も、その構成の一部と

しており、合併直後の１６年度に財政部門におき

まして、中長期財政運営指針を策定、その後、昨

年の２４年１１月に財政運営プログラムを、

３２年までの８年間を計画として、プログラムを

策定いただいたものでございます。 

 このたび、新市まちづくり計画のうち、計画期

間を５年延長し、３１年までとするということで、

矢印から下の真ん中の欄になりますけれども、

３１年まで５年間の計画延長をする際におきまし

ては、右側にございます財政運営プログラムでの

考え方、また左側の総合計画の１次からの継承と

いう考え方を踏まえまして、先ほど説明しました

期間の延長と合併特例債の活用額及び期間の延長

を行おうとするものでございます。 

 これまでの作業としましては、３番目に書いて

ありますが、県との協議を終えましたので、本日、

御審査いただく経緯となったものでございます。 

 では、議案つづりのほうに移らせていただきた

いと思いますが、よろしくお願い申し上げます。 

 議案つづりにつきましては、８６－４ページを

お願いいたします。 

 上段の部分で１で、財政計画の基本的な考え方

ということになっておりますが、中段部分に括弧

書きとし、本財政計画につきましては、２３年度

以前は決算額に、２４年度は決算見込額に、

２５年度以降は推計額に置きかえることとし、中

段の括弧内にございますけれども、二つ目の黒丸

におきまして、先ほど説明申し上げましたが、実

施可能額約４８０億円のうち、これまで約

２００億円といったものを、約３００億円まで含

めて活用できるものとしようとするものでござい

ます。 

 そして下段のほうに、また書きになっておりま

すけれども、合併特例債を活用して積み立てる地

域活性化基金（仮称）により、地域振興に関する

事業も展開することを付記するものとなっており

ます。 

 次に、８６－５ページでございます。これは、

先ほど申し上げましたとおり、２４年度を軸とし

まして、２３年度までが決算額に２４年度が決算

見込額に、また２５年から３１年までが推計額と

いう形で整理をしているものでございます。 

 なお、ここの数字につきましては、先般、当局

のほうから説明させていただいておりますが、財

政運営プログラムで示しました財政見通しを、そ

のまま反映しているものでございます。なお、財

政運営プログラムの際に示しておりました成長戦

略関係の計数等につきましては、物件費等のほう

に挿入、調整した上での表記となっており、財政

フレーム全体としましては、３１年度４５０億円

というオーダーは方針として変わっているもので

はございません。また、８６－６ページから

８６－８ページに至りましては、それぞれの歳入

及び歳出につきまして推計の方法、考え方を財政

運営プログラムと同様にお示ししているものでご

ざいます。 

 議案第８６号につきましては、以上で説明を終

わらせいただきます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）それではこれより質疑に

入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（谷津由尚）今、御説明ありましたとお

り、財政運営プログラムでいうところの、その成

長戦略の年間約４億円が、この物件費のほうにオ

ンされていると、これは一般質問の成川議員のと

ころで答弁されたとおりなんですけど、その物件

費の中の、なぜ物件費なのかというのがちょっと

わからないんですけど、そこの説明をお願いしま

す。 

○企画政策課長（上大迫 修）成長戦略に関し

ましては、四つのビジネスモデルをもとに展開し

ていくという形にしておりますので、基本的には

成長戦略の実行主体につきましては、企業者にな

るわけですけれども、市としては、その戦略を触

媒的に市のほうが支援をしていくということでご

ざいますので、いろんな委託でありますとか、経
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費の支出で対応しているものでございます。 

 ただ、それを外支えする部分で、補助金等の制

度等も想定されますが、整理上、物件費という形

で置いた形でございます。総枠としては、動かさ

ない中で物件費のところに、まず計上したという

形でございます。 

 特に、物件費につきましては、一般質問の中で

も御審議いただきましたとおり、いろんな経費が

たくさん入っておりますので、大きく引き下げる

ということが難しい中でも、成長戦略を展開しな

がら、枠的には５２億円という形での説明をさせ

ていただく形で整理をしたところでございます。 

 ちょっと説明になってない部分がございました

けれども、以上でございます。 

○委員（谷津由尚）わかりました。 

 とりあえず、物件費のところに成長戦略のファ

クターが全部入っているということは理解をしま

した。 

その平成３１年度までのスパンで、財政プログ

ラムとの総額的な部分をほとんど誤差はなくて、

リンクしているんですけれども、今、財政運営プ

ログラムとまちづくり計画の中の、この財政計画

があって、この二つの指針が、ここに数字として

あるわけですけれども、ちょっと明確にさせてい

ただきたいのは、この財政運営プログラム及びこ

のまちづくり計画の財政計画に対する考え方なん

ですけれども、この数字は、極端に言いますと、

まず、出してみただけのことやと、これに取り組

むのは大事なんだというニュアンスで、実は答弁

をされて、はっとしたんですけど、取り組むこと

は大事だというのは私はよく理解します。取り組

まなければ何にもならないわけですから、である

んですけれども、財政運営プログラムは数値が目

標でなく、取り組むことが大事であると思ってい

ると、取り組む目標である。非常に、どういう意

味なのか解釈が難しいんですけれども、その取り

組むことが目標であって、数値は具体的には目標

ではないという、明らかにそういう答弁をされた

わけですけれども、そこはどうなんですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）行きがかりもご

ざいまして、手を挙げさせていただきましたが、

谷津委員の御指摘の部分でございますが、基本的

に今回、まちづくり計画の変更ということで、財

政計画を示しておりますが、新市まちづくり計画

をつくる際の財政計画につきましては、今後の行

財政サービスの質量を財政規模的に、また、それ

ぞれの経費ごとの目指すべき方向として示すとい

うことがございましたので、今回は財政運営プロ

グラム、これにつきましても同様に、数値的とし

てはなかなか達成できる、できないといった部分

の判定は難しい部分がありますけれども、目指す

べき財政の規模、目標、また、特に人件費、物件

費等の整理の方向性等については整理をしたもの

でございますので、それと、今回、まちづくり計

画の財政計画を合致させ、それに向かって政策を

立案していくという形で、整理させていただいた

ところでございます。 

 掲げた目標は、市長の答弁にもありましたとお

り、やはり予算であり決算となってきますと、補

正等も入りますので、それぞれ動きますが、その

調整の方向性は確実に財政運営プログラム、また

今回、議決を要請しております、まちづくりの財

政計画に基づいたものとして整理していくべきも

のというものというふうに理解をしております。 

○委員（谷津由尚）ありがとうございます。 

 ここは、企画経済の委員会ですから、まちづく

り計画の財政計画の範疇で話をしますと、という

ことは基礎の段階、期末じゃなくて、もちろん期

末はそうですけど、基礎の段階でも、この数字と

いうのは目標になるべきものであるということな

んですね。 

○企画政策課長（上大迫 修）その方向でもっ

て作業していきたいというふうに認識しておりま

す。 

○委員（森永靖子）ちょっと説明があったかも

しれませんが、わかりにくかったんですが、

８６－５の歳入のところの、この１１番、１８番

もですが、２５年度、寄附のほうは２４年からの、

このゼロというのは、さっき説明あったんでした

か、お願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）８６－５の歳入

の１１番と寄附金のところの１８番、ここの二つ

についてでございますが、１枚めくっていただき

まして、特に１１番目の部分でなりますが、交通

安全対策交付金というものでございます。この歳

入につきましては、推計に当たりましては、

２４年度をもって廃止となるため、２５年度以降

は普通交付税に算入し推計するということで、制
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度見直し等が見込まれておりましたので、このよ

うに整理をしております。 

 ただ、計数的には普通交付税の中に入ってきて

おりますので、全体としての枠で捉えていただけ

ればと思っております。 

○委員（森永靖子）法人になったからだったか

なと思ってしまったところでした。ありがとうご

ざいました。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外委員の発言を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 これより、討論・採決を行います。討論はあり

ませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定しました。 

────────────── 

   △議案第８７号 甑島辺地に係る総合整備

計画の変更について 

○委員長（佃 昌樹）次に、議案第８７号甑島

辺地に係る総合整備計画の変更についてを議題と

します。 

 当局の補足説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）お手元に準備さ

せていただいております議会資料の２ページをお

願いします。 

 提案の趣旨につきましては、議場で部長のほう

から説明ございましたが、再度、若干触れさせて

いただきまして、説明させていただきます。 

 まず１番目に、辺地総合計画の変更の理由とい

うことでございますが、甑島辺地にかかわります

総合整備計画について、内容を一部変更する必要

がございます。これは、関係法令の規定によりま

して、議会の議決を経る必要があるということで

なっておりますので、今回の手続といたしたとこ

ろでございます。 

 なお、手続に際しましては、２番に記載のとお

り、県との協議を整えた上で本議会に提案させて

いただくものでございます。 

 特に、３番目の提案の概要でございますが、甑

島辺地総合整備計画のうち、後ほど議案つづりで

触れさせていただきますが、新規事業の追加及び

事業見直し等によりまして、計画額等に一部変更

が生じたものでございます。また、今後のスケジ

ュール等も含めまして、５月１５日までに県と辺

地計画の同意を得ましたので、本議会に提出させ

ていただき決定次第、計画の提出を図っていきた

いという考え方でございます。 

 次に、議案つづりの８７－２ページにお戻りい

ただきたいと思います。総合整備計画書（第１次

変更）ということでございますが、薩摩川内市内

に辺地地域は合計１０カ所ございまして、甑島は

４カ所を取りまとめ、甑島辺地という形で定めて

おり、人口につきましては５，５９４人、面積に

つきましては１１８．８平方キロとなっておりま

す。辺地の概況につきましては、里町から鹿島町

まで、全てについて対象となっております。 

 また、この総合計画の対象となる施設につきま

しては、２番目に書いてありますとおり、（１）

から、また次ページの（６）までで道路・橋梁、

林道、診療施設、消防施設、飲用水供給施設、め

くっていただきまして、下水道施設の６施設でご

ざいます。 

 このたび、計画変更のある部分につきましては、

８７－３ページに記載させていただいております

が、道路・橋梁から下水処理施設、６施設につい

て変更となっております。 

 特に計数的な部分につきましては、括弧書きが

変更後の数字となっておりますので、道路・橋梁

につきましては、総事業費が動いたことに加え、

一番右側の辺地債の予定額が、辺地債を活用する

ことになったためプラスになっております。また、

林道等につきましては、財源等の動きが実績等で

ございましたので、変更の手続を。診療施設につ

きましても、事業の見直しによります事業費の増

加等によりまして１億３，１４５万２，０００円

という形での事業費の増でございます。また、消

防施設につきましても、事業費が伸びるとともに、

一番右側の辺地債の活用を図るということが変更

の趣旨でございます。 

 残り飲用水供給事業、下水道処理事業につきま
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しても事業費や財源等の変動があったものでござ

います。６施設ごとに計画期間内の事業費、辺地

債の活用の予定が、予定の範囲を超えるとき、一

定の手続をとりまして、議会の議決を経る形とし

ておりますが、今回につきましては、事業費が動

いたもの、財源のみのもの、事業費と辺地債が動

いたもの、それぞれございますが、６施設につき

まして手続をとらせていただこうという考え方で

ございます。よろしくお願い申し上げます。 

○委員長（佃 昌樹）ただいま説明が終わりま

した。 

 これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑を認めます。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 これより、討論・採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定しました。 

────────────── 

   △陳情第４号 電源立地地域の薩摩川内市

に総合研究所立地についての経過の現状と

今後についての陳情 

○委員長（佃 昌樹）次に、陳情第４号電源立

地地域の薩摩川内市に総合研究所立地についての

経過の現状と今後についての陳情を議題といたし

ます。 

 まず、陳情文書を書記に朗読させます。（朗読

内容は省略、巻末に陳情文書表を添付） 

○委員長（佃 昌樹）添付資料をお配りいたし

ます。 

○委員長（佃 昌樹）次に、本陳情について、

当局から何か補足説明がありましたらお願いをい

たします。 

○企画政策課長（上大迫 修）ございません。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（谷津由尚）非常に長くて、なかなか的

が絞りにくいんですけど、要するに、この陳情書

を集約するならば、４－３ページの７番、ここに

載っている、今までイメージしておりましたのは、

原発の立地地域として、その原子力関連の研究施

設、あるいは総合研究所というイメージがあった

かと思うんですが、そうではなくて、ターゲット

は農林水産業への波及だよと、この研究施設によ

って出た応用、実証にかかわる、そういう実益に

よって自立した健全経営をするということ。その

結果、雇用の創出を図れるもの、ここに集約され

るのではないかと思います。 

 このＪファイルを見ても、そういうことが書い

てあるわけですけど、こういう施設というのは、

電源立地地域としては、ないよりはあったほうが

いい、日本にはまだ、こういう施設はないわけで

すけど、ないよりはあったほうがいいなと、そう

いうふうに思いますが、いろんな具体的なことが

出てきておりますので、ここに集約するにはちょ

っと無理があるかもわかりませんが、あえて、こ

の陳情書を理解するならば、そういうことではな

いかと思います。 

 本市にこういう施設があっても、ないよりはあ

ったほうがいいなと、そういうふうに私は思って

います。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにございませんか。 

 ちょっと中身を深める意味で、ここで協議会に

切りかえて、自由に討議をしていただきたいと思

います。 

 協議会に切りかえます。 

～～～～～～～～～ 

午後２時４７分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後２時５８分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）それでは、本会議にいた

します。返します。 

 本陳情の取り扱いについて、本委員会で採決す

るか、あるいは継続審査とするか、お諮りしたい

と思います。 

○委員（川畑善照）内容の精査、県議会も継続
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ということであれば、やはり我々もまた勉強不足

で足らない点があると思いますので、継続でいい

んじゃないですか。 

○委員長（佃 昌樹）継続という声があります

が、県議会は現在でも継続ということです。 

 ほかに意見がございませんでしたら、継続とい

うことで処理をしたいと思いますが、御異議ござ

いませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）本件は継続審査といたし

ます。 

 今後の審査については、あともって、また正副

委員長で協議をして決めていきたいと思います。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）次に、所管事務調査を行

います。 

 当局から、所管事務について報告をしてくださ

い。 

○企画政策課長（上大迫 修）企画経済委員会

資料のほうで説明させていただきます。 

 資料の１ページになります。企画政策部関係の

委員会資料でございます。 

 よろしいでしょうか。 

 地域成長戦略の策定についてということでござ

います。大枠を本資料で説明していただいた上で、

別冊となっております、資料のほうも準備してお

りますので、そちらのほうに移らせていただきた

いと思います。 

○委員長（佃 昌樹）ちょっと、課長、説明の

途中ですが、ここでちょっと休憩を入れたいと思

います。 

 ちょっと長い説明になると思いますので、休憩

いたします。３時１５分から再開ということでお

願いをいたします。 

～～～～～～～～～ 

午後３時 ２分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後３時１５分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）会議を再開いたします。 

 説明の続行をお願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）地域成長戦略の

策定について、説明申し上げます。 

 委員会資料の１ページをお願いいたします。 

 １番目におきまして、前回までの取り組みを記

載してございますが、昨年１１月時点におきまし

て、成長ビジネス４分野、横断的な取り組みとし

ての支援体制の構築が必要な旨、報告書として取

りまとめ、委員会で説明させていただいたとおり

でございます。 

 以後、２番の作業を実施しておりまして、（1）

におきまして、基本の指標・成果指標の設定等、

ロードマップの策定に取り組んでおります。 

 また、それに続きまして、アクションプランの

調整という作業を現在、進める方向性を整理して

いるところでございます。詳細は、後ほど別冊の

資料に基づいて説明申し上げます。 

 めくっていただきまして、食品ビジネスのイ

メージを、そこに添付してございますが、これら

についても、後ほど触れますけれども、成長戦略

のうち、食品ビジネスにつきましては、条例等の

動きもあります６次産業化と、このような相関の

もとに作業を進めている部分を記載してございま

す。 

 また、最後になりましたけれども、戦略ビジネ

スを創出するための支援体制につきましても、今

回の１１月以降の取り組みの中で、構築に向けた

前提の整理をしているところでございます。 

 では、早速でございますが、別冊となっており

ます地域成長戦略資料の２５ページをお願いした

いと思います。 

 前回、報告させていただいたものを若干触れさ

せていただいた上で、今、説明申し上げました、

現在の取り組み３項目について、御説明申し上げ

ます。 

 では、２５ページの前段部分になりますが、こ

れまで本市におきまして、平成２３年度に、中段

になりますけれども、企業・団体の意向等を把握

する中で、農林水産業等を中心としまして六つの

産業集積を形成する可能性があるということから、

それに手を加えて成長戦略という形で整理をして

いるものでございます。 

 ５番目の（１）になりますが、企業誘致に加え

まして、地域の企業・団体に目を向け、内発型地

域産業振興によりまして展開したいということで、

二つのエンジンという形の表示をしているところ

でございます。 
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 このため、二つ目の丸のところでは、既存産業

の縮小を補完する新たな成長産業を創出するとい

うこと。産業構造の転換を図るということに大き

な意味を持っております。 

 めくっていただきまして、それを実行するため

の行政の役割としましては、地域産業の触媒とし

て、地域産業の担い手等の活動を積極的に支援す

るという立場で実施しようという形で整理をいた

しました。 

 続きまして、２８ページになりますが、今回、

成長戦略に掲げました戦略のビジネスの内容につ

いて、説明申し上げます。 

 まず、戦略の１は、未来を切り拓く地域産業の

創出とし、（１）で食品ビジネスを掲げておりま

す。 

 ①と②ございますが、地域資源を活用した食品

ビジネスの振興、また②におきましては食の安

全・安心志向に対応した新たなマーケットの開拓

という部分でございます。二つ目が次世代エネル

ギービジネスとし、２９ページの①にありますと

おり、次世代エネルギーの実証・開発の推進を強

力に進めること。 

 三つ目に、医療・介護周辺ビジネスといたしま

して、①になりますが、医療・介護従事者との連

携によるヘルスケアーサービスの創出でございま

す。 

 次の二つ目戦略につきましては、観光と交流の

拡大による観光産業の育成ということで、

３０ページに記載してございます。 

 一つ目の観光ビジネスにつきましては、①、一

つになっておりますが、観光資源を活用した観光

商品・サービスの充実という点でございます。 

 今、戦略の１に説明申し上げましたが、次の横

断的取り組みといたしましては、戦略ビジネス分

野を創出するための支援体制を３１ページの中段

に書いてありますとおり、地域産業のプレーヤー

を連携して支えていく産業振興センターの構築を

にらみながら作業を進めることとし、①におきま

して起業・創業の支援というのが、その一つでご

ざいます。また、めくっていただきまして、地域

密着型の産業・雇用の場の確保といった部分が整

理したところでございます。ここまでが昨年末ま

でに整備をして説明申し上げた点でございます。 

 次から、新たに検討し調整しているものを説明

申し上げます。 

 まず、３３ページになりますが、基本指標とし

まして、生産年齢人口と市町村内総生産の二つの

指標を掲げているところでございます。これらの

指標につきましては、なかなか測定します知見が

不足していることから、今後も研究課題となって

おりますが、①の生産年齢人口につきましては、

人口減少に伴い、生産年齢人口が減りますと活力

が低下するということから、産業面の成長戦略を

展開することにより、雇用をふやしていくこと。

居住者をふやすことということから、点線のグラ

フにつきましては、減少を緩和し増加に転じさせ

ていきたいという考え方に基づき①の生産年齢人

口を基本指標と掲げております。 

 めくっていただきまして、次に、市町村内総生

産（ＧＣＰ）についてでございます。生産年齢人

口の減少は、市内総生産の減少を招く主要因でご

ざいまして、生産性や付加価値の向上等を図って

いくことで、これの低下を食いとめ、維持し拡大

に転じたいという考え方に基づくものでございま

す。 

 このように、戦略の動きを客観的に補足し、取

り組みの基本的な判断を行う指標として、この二

つを基本指標という形で整理をしたところでござ

います。 

 次に、（２）の成果指標でございますが、四つ

の戦略ビジネスの展開について、到達目標を設定

し、この間の取り組み効果を測定するものとして

おります。状況によっては見直し等も必要である

という考え方のもとに、３５ページでございます

が、四つのビジネスと一つの横断的体制というこ

とで、食品ビジネスにつきましては、１番から

３番の事業所数等を一つの目標とし、現状から向

こう４カ年間の、２８年度。また、その後の

３２年度ということで目標を設定し、取り組もう

とするものでございます。 

 次世代エネルギーにつきましては、実証実験の

事業数、また、事業所数を掲げまして、三つの指

標を整理しております。 

 次に、医療・介護周辺ビジネスにつきましては、

医療・介護ビジネスに取り組みます事業所数を現

行ゼロとし、プラス、プラスで９、１８事業所に

ふやしていくという考え方を持っているところで

ございます。 
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 観光ビジネスにつきましては、入込客数と宿泊

者数を、その成果指標という形で位置づけており

ます。また、支援体制としまして、１０、１１の

ところに書いてありますが、新たに起業する事業

所数やＮＰＯ、コミュニティビジネス等に取り組

みます地区コミ、自治会、ＮＰＯ数等を列挙した

ところでございます。 

 計１１の項目を成果指標に掲げ整理していくと

いう考え方を持っているものでございます。 

 めくっていただきまして、取り組んでおります

二つ目になりますが、ロードマップの整理でござ

います。 

 地域成長戦略におきます、具体的な取り組みを

ロードマップにより示しております。最終的な達

成目標をイメージし、これに必要な取り組みの視

点、方向性を明確にする考え方でおります。それ

ぞれのステップを想定しながら、加えて、短期、

中期、長期のスケジュール化をもって、具体的に

それに取り組むべき内容を項目、作業内容として

整理したものでございます。 

 次のページ、３７ページをＡ３の大きさに広げ

ていただきたいと思います。それぞれ、ビジネス

ごとにしてありますが、大きく二つについて説明

申し上げます。まず、１項目めの食品ビジネスに

つきましては、１番右側の部分でございますが、

取り組みによる達成目標としまして、平成３２年

時点におきましては、食品製造業の事業所数がふ

えること、６次産業化に取り組むグループ等の数

がふえること。 

 また、食料品製造業関連企業の立地数がふえる

ことという最終的な目標を掲げながら、左の上に

ありますけど、取り組みの視点といたしましては

二つ、地域資源を活用した食品ビジネスの振興と、

食の安全・安心志向に対応した新たなマーケット

の開拓という取り組みの視点を持って、具体的に

は左側から２番目の縦列になりますが、取り組み

の方向性としましては、つくるための仕掛けづく

り、生産者の意欲向上、また、二つ目に売れるた

めの工夫、商品としての高付加価値化、三つ目に

売るための仕組み、新たなマーケットの開拓でご

ざいます。これらの取り組みの方向性を上の推移

表の中にありますが、短期としまして２５から

２７、中期としまして、２８から３０、長期とし

まして３１から３２としまして、真ん中にござい

ますが、必然性の確保や可能性の確保という、こ

れらのキーワードをもとに、この枠外にあります

黒丸でありますとか、白丸の具体的な取り組みを

実践することが必要ということで、ロードマップ

の構築をしたところでございます。 

 食品ビジネスにつきまして、必然性の確保の部

分でいいますと基礎的な調査の実施、推進体制の

構築のほか、可能性の確保ということにつきまし

ても、実証や技術指導など、ごらんの丸印の取り

組みを掲げているところでございます。 

 次に、１枚めくっていただきまして、医療・介

護周辺ビジネスにつきまして、中抜きで説明させ

ていただきますが、医療・介護周辺ビジネスにつ

きましても、右側の取り組みによる達成目標につ

きましては、医療・介護周辺ビジネスに取り組む

事業所がふえていること、そのための取り組みと

しましては左上になりますけれども、医療・介護

事業者との連携によるヘルスケアサービスの創出

ということで、取り組みにつきましては二つでご

ざいます。 

 左側から二つ目の欄になりますけど、新たなヘ

ルスケアサービスモデルの創出と、地域産業への

波及ということから、短期・中期・長期の、これ

らのスパンの中で、必然性の確保としまして、調

査、推進体制を構築しますとともに、可能性の確

保として、モデル事業の調査、産・学・官の連携

でありますとか、支援制度の構築等を掲げている

ところでございます。 

 もちろん持続性の確保という点からは、企業誘

致、起業・創造の促進なども掲げているところで

ございます。 

 ごらんのように、二つだけ申し上げましたが、

ロードマップとしまして、目標を掲げ、短期・中

期・長期のスパンに取り組むべき項目等をキー

ワード化し、マトリックスの状態にしてございま

す。 

 今後におきましては、短期において何を、中期

において何をということで、具体的に示しながら

作業をする必要があるというふうに考えていると

ころでございます。ここの部分を全体として整理

をさせていただきまして、次に４２ページをお開

きいただきたいと思います。 

 ロードマップは、あくまでの８年間の短期・中

期・長期でございますが、具体的に人・もの・金
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の資源を投入するとなりますと、何をやるのかと

いうことが必要になってまいりますので、アクシ

ョンプランというものを整理したいというふうに

考えております。 

 基本指標、基本成果を掲げ、取り組むべき手順

をロードマップとして示したわけでございますの

で、そのロードマップの初期段階、当面の取り組

みについて、４２ページ以降に示しております。 

 アクションプランとして、可能な限り具体的に

整理していきたいと考えており、現在、検討中で

ございます。現状といたしましては、四つのビジ

ネスのうち、先ほど説明いたしませんでした次世

代エネルギーと観光の分野は、既に実践段階とい

うことで、市議会の答弁の中で申し上げたとおり

でございます。 

 そのような認識にのっとりまして、食品ビジネ

スと医療・介護周辺ビジネスにつきましては、戦

略ビジネス分野を定め、最終的なイメージは予測、

予見しているものの、戦術面、各年度の具体的な

取り組みはこれからであり、研究段階からスター

トさせたいというふうに考えております。これを

軌道に乗せたいという考え方でございます。 

 では、４２ページ、調整中のアクションプラン

について見ていただきますと、ごらんのとおり戦

略分野、事業名、対象者、概要、目的に加えまし

て、実施年度等を示せる形で整理していく考えで

あり、財源投入等の判断にも結びつけられるよう

工夫していく方針でございます。 

 成長戦略といたしましては、さきに報告しまし

た本体３２ページまでに書いてあることに加えま

して、目標、ロードマップ、アクションプランを

一体的に決定し、広く周知し取り組みたいという

考え方でおります。 

 次に、４３ページをごらんいただきたいと思い

ます。具体的にアクションプランという形でイ

メージしているものを二つ申し上げます。 

 食品ビジネスについてでございますが、研究段

階からスタートさせるというふうに申しておりま

したが、平成２５年度につきましては、研究会等

を発足させ、メンバーとしては市の関係課及び専

門の知見を持ちますコンサルタントや有識者等も

参画いただきながら、２番目の具体的な取り組み

といたしまして、ビジネスの現状とし、特に生産、

加工、流通、販売等の現状分析、技術的なシーズ

でありますとか、ビジネスのトレンドであります

とか、既存事業者のヒアリングを通じました現況

の把握を行いながら、その次の２番目で、展開の

方針の絞り込みとし、製品の種類なのか、生産力

なのか、付加価値なのか、流通なのかといった、

これら１２項目ほど整理してございますが、これ

らの展開、どの部分がウィークポイントといいま

すか、伸ばすべき分野なのかということを冷静に

見きわめた上で、焦点を絞り込んだ形でプログラ

ムを整理していきたいというふうに考えておりま

す。これが平成２５年度でございます。 

 ２６年度になりますと、そこから見えてきたも

のに対し、食品ビジネスの標準プログラムという

ことで、どういった形で支援ができるのか、支援

策を含めた検討を行っていきたいというふうに考

えております。 

 それによりまして、２番目のビジネスモデルの

実践とございますが、私どものほうが課題から導

き出し、支援できるプログラムを要したものに対

しまして、積極的に参加いただく方が手を挙げ、

それに参加することによって、結実させていきた

いというふうな考え方でございます。 

 まだ、そのための支援体制づくりにつきまして

も、３番目にございますが、事業者でありますと

か新規事業者、立地事業者等を含めた総合的な支

援体制を構築したいというふうな考え方でござい

ます。 

 これは、先ほど申し上げました（仮称）産業支

援センターなるものとしまして、成長戦略に限ら

ず、６次産業でありますとか、企業誘致でありま

すとか、全方位的な、その支援体制といったもの

もにらんで作業してまいりたいと思います。 

 次に、４６ページをお願いいたします。 

 これも先ほどと同じ、医療・介護周辺ビジネス

の部分の説明となりますが、２５年度には食品ビ

ジネスと同様、現状調査及び展開方針の絞り込み

を行い、そこから見えてきたものを２６年度にお

きまして、支援プログラムとして整理をし、参加

の希望のあるところを支えていくような実践的な

取り組みを展開していきたい。 

 また、支援体制も同様に２６年度中に検討し、

２７年度からスタートさせたいというふうな考え

方を持っているところでございます。 

 次に、４８ページをお願いいたします。 
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 ここにつきましては、委員会資料の２ページに

書いてある部分を説明する形になりますが、先ほ

どから説明しております２７年度、（仮称）産業

支援センターの設立・始動に向けまして、諸取り

組みを展開するということでございます。 

 研究段階からスタートさせます医療・介護周辺

及び食品ビジネスにつきまして、先ほど説明いた

しました取り組み等を進めながら、６次産業を含

めます産業としての取り組みを総合的に支援サ

ポートする（仮称）産業支援センターを２５年、

２６年、ごらんのステップで調査・研究を進める

ことにより、２７年度の設立を目指し、課題を整

理していきたいと思っております。 

 以上で、取り組みの状況等の説明を終わります

が、今後、検討作業を進め、内容が詰まった段階

で全体を決定し公表いたしますとともに、必要な

予算の確保を図ってまいりたいというふうに考え

ております。以上が説明でございます。 

 よろしくお願いいたします｡ 

○委員長（佃 昌樹）大分長い時間、早口で説

明をしていただきました。 

 なかなか理解できない部分もあろうかと思いま

すが、一応これより質疑に入りたいと思います。 

 御質疑願います。 

○委員（宮里兼実）今、課長の言葉がはっきり

しているから早口でもわかります。いろいろ説明

をしていただきましたけれども、これ短期２年間

で今の説明が、はっきり言って２年間でうまくい

くと思って、こういう計画を立てられてやってい

るわけですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）成長戦略につき

ましては、財政運営プログラムにも書いてありま

すとおり、平成２７年からの経費削減に対応して、

伸ばすべき部分を積極的に伸ばすという考え方か

らしておりますので、どうしても順調に進んでい

るというふうに私どもが言っております、次世代

と観光以外の二つにつきましては、この２カ年、

残り１年半ぐらいの間に、課題等を整理して、具

体的な取り組みを実践できるレベルにまで到達し

なければならないという目標的な意味合いもあり

ますが、そういう時間的な感覚を持って提案させ

ていただいている内容となっております。 

○委員（宮里兼実）非常に今の私が懸念するこ

とは、少子高齢化であって、企業にしても難しい

と、私は思っておるわけなんですが、行政の立場

からは、いろいろ計画、目標を立てておられるわ

けですけれども、それに対して民間の方々が実際

に、どこの企業にいたしましても、もう大変とい

うことは、もう重々わかってるわけでしょうけれ

ども、これに行政のほうから、そういう支援をど

こまでできるのか｡それに対して、また民間企業の

方々が応えられて、事業を前のほうに進めて、雇

用も大事ですけれども、もう今は雇用、人を少な

くして人件費を少なくして、いかにして、その会

社を守ろうかという企業が多いわけで、その中で、

こういう目標を行政側として、もちろん押しつけ

るわけじゃないでしょうけれども、それに対して

うまくお互いがかみ合っていけるのかなという心

配をしておるところで、そして、この短期間で、

２５年から２７年までの短期ですけれども、その

２年間で何回も言うようですけれども、うまくい

くのかなという心配をしております。 

○企画政策課長（上大迫 修）御心配いただき

まして、ありがとうございます。 

 実は、私どものほうも、これら新しく市の政策

として食品でありますとか医療・介護のビジネス

に対して、行政がどこまで入り込むのか、支援で

きるのか、求められている支援は何なのかといっ

た部分を早い段階で拾い上げをして、お声かけし

ていきたいというふうに考えています。 

 中でも、全ての事業者の方を等しく、その支援

していくということはなかなか難しい部分もあろ

うかと思いますが、基本的には、この分野におき

まして積極的に投資をし、伸ばしていこうという

事業者の方がおられたら、それを支援できるよう

なプログラムをいち早く見つけて、そこに資源を

投入してみたいというふうに考えている次第でご

ざいます。 

○委員（谷津由尚）最終目標が生産人口をふや

すということ、それとＧＣＰをふやすということ、

全くそのとおりだと思います。 

 その手段として、この四つの成長戦略があるわ

けで、今、それぞれのビジネスの各論について、

今からやっとスタートする段階になるわけですけ

ど、例えば、食品ビジネスですと、まず核になる

事業体というのが大小いっぱいあるんですけれど

も、それらに対してアプローチをして、やはりそ

れぞれの事業を大きくして、発展の方向に引っ張
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っていかなければならない。発展してもらわなけ

ればならないということが必須条件であって、そ

れにプラスして、外部の食品製造業の誘致だとか、

そういうのを同時進行で進めないかんと。 

 まず、核になるものをきちんとつくるというこ

とと、今ある市内にある事業者を初めとして、そ

の辺を全て今からこういうことを行政で始めてい

くんですよということ、情報を与えて、それに賛

同していただくということをやるのが産業支援セ

ンターではないかと思うんですけど、その辺の方

法論と、まず核になるところ、ターゲットを明確

にしていくというところは、恐らく一番最初の作

業にならなければいけないんじゃないかなと思い

ます。 

 短期・中期・長期で壮大な計画なんですけど、

いずれにしてもこれは、もう避けて通れないとこ

ろですので、最終的に生産人口をふやす、最終的

には、ＧＣＰをふやして、市の財政に潤いが出る

ように、それが今の投資であり、年間４億円の投

資になるわけですので、まず核になる事業体、核

になる事業者、核になる会社、民間を明確につく

っていくというのが、一番、短期の中でも一番先

頭に、まず来るべきだと思いますので、非常に難

しいんですけど、これは何としても動き出してい

ただきたいと思います。 

○企画政策課長（上大迫 修）今、谷津委員の

言われました、本当、食品にしても医療・介護に

しましても、核となるものも何なのか。また、軸

に据えるものは何なのかといった部分をきちっと

整理をしてみたいと思います。 

 特に、この部分につきましては、企画サイドだ

けではできませんし、他の部局が入っても、要す

るに未知の分野といいますか、実際わかりません

ので、現実的には。シンクタンクの力もかりなが

らといった部分を体制的にも準備をし、財源的に

も準備をしながら、その部分をいち早く取り組み

たい。 

 特に中核となっておられます事業者のヒアリン

グをベースとして、そこに課題を見つけて対策を

講じていくというふうなスタンスで取り組んでい

く考え方でおりますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

○委員（川畑善照）確かにすばらしい、この戦

略だと思っているんですが、やはり時間がかかり

ます。 

 先ほど来ありますように、１０億円という大き

な、誘致企業に対する、全国的にも秀でた誘致運

動をされているわけですので、産・官・学を考え

たときに、やはりそういう、これを提案するなり

して、企業誘致にも結びつけたらいいんじゃない

かと思っております。 

 例えば、富士通の跡の問題がまだまだ今後出て

くるだろうし、いろんな問題が出てきたときに、

特にＴＰＰの問題で、ほとんど食品の大手企業は

東南アジアに進出して東南アジアで生産をしてお

ります。そういう中で、地元の農産物を、あるい

は近隣の、例えばカルビーは、ジャガイモを出水

からも取っているんです。するとその出水のジャ

ガイモを加工するのが薩摩川内であってもいいと

思うんです。 

 そういうのやら考えたときに、やはり今のこの

誘致企業に対する同時並行に、これを提案をして、

企業にも提案をしていけばいいんじゃないかなと

いうのが考えられることじゃないかと思ったもん

ですから、思いつきで言いました。 

○企画政策課長（上大迫 修）御質問の中には、

企業誘致と並行として、この取り組みをしなさい

よということと、誘致された事業者に対しても薩

摩川内市は医療・介護周辺のビジネスであるとか、

食品ビジネスであるとか、そういう看板を立てて

政策を練っている、取り組んでいるということを

情報として出しながら、また、情報を取ってくる

というふうな作業が必要だというふうに御指摘い

ただいたと思ってますので、そのためにも産業支

援センターをつくるということも頭に入れており

ますので、御指摘の部分を踏まえて取り組みたい

と思います。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員の発言を認めます。 

○議員（成川幸太郎）今、説明いただいたのを

見ていて、六次産業の条例のところでも話をした

んですが、６次産業化ということでは、非常にこ

の中でも重要な位置づけであると思うんですけれ

ども、３５ページの成果指標のところの食品ビジ

ネス２に、６次産業化に取り組むグループ数、農

商工連携に取り組む事業所数ということで書いて

あるんですが。 

 先ほど話して、１次産業を活性化するというこ
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とでは、１次産業のみでは非常に厳しいというこ

とで、午前中も意見を申し上げたんですが、農商

工連携をどのように活用するかということは、も

うこれから６次産業化へ向かっての動きにしても

非常に大きな役割を果たすと思うんですけれども。

ところがアクションプランになると、農商工連携

のことがほとんど出てきてないんで、こっちの成

果指標では出てるんだけど、農商工連携について

は、このアクションプランをやっていく中では、

どのようにお考えなんですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）３５ページの

６次産業のグループ数につきましては、生産者を

川上とすると、生産者の視点から見れば関係する

事業者は、１１、２９というふうにふやしていき

たいというふうに考えております。 

 食品ビジネスにつきましては、川上だけの議論

ではなくて、加工するメーカーさんでありますと

か、冷凍の、そういう分野という、広範にもあり

ますので、そこの部分については今、成川議員の

ほうが言われました、農商工の連携というのは必

要であると思いますし、これは市内企業を中心に

というふうな考え方もありますけど、市外企業で

あっても、また、誘致企業でもあっても、技術を

持った方は食品ビジネス分野のほうに職種を伸ば

していただきたいと思いますし、立地もしていた

だきたいという思いがありますので、私どもが成

長戦略で考えております食品ビジネスは６次産業

よりもかなり広くて、また地域の内外問わず、い

ろんなものを集積させていきたいというふうな考

え方で提案していく考え方でおります。 

○議員（成川幸太郎）ぜひ、そういった地域の

加工業とかだけではなくて、薩摩川内市の特産品

を、一次産業商品を製品化して、全国に向けて発

信できるような商品ができるということを前提に、

やはりこの農商工連携の取り組み、指標の定義の

ところで６次産業化、または農商工連携の助成制

度に取り組んだ事業者数ということでもう書いて

ありますので、そういったことも、もっと積極的

にアピールされたほうがいいんじゃないかなと思

います。よろしくお願いします。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）要望でございます。意見、

要望ということでございます。 

 質疑は尽きたと認めます。 

 次に、甑島振興計画及び国定公園化の提案を同

時にお願いをいたします。 

○企画政策課長（上大迫 修）よろしいでしょ

うか。 

 では、企画経済委員会資料の３ページをお願い

いたします。 

 甑島振興計画と国定公園化の関係、２件続けて

説明させていただきます。 

 まず、３ページでございますが、県によりまし

て、改正離島振興法の手続により、４月３０日に

甑島地域の離島振興計画が策定され、５月に主要

事項報告をさせていただいたとおりでございます。 

 今回、離島振興法におきましては、目的、基本

方針、税・財政の優遇措置等、三つの視点で改正

がなされておりまして、特に目的の部分１の

（１）になりますけど、生活等を行う上でのフェ

リー等を使う輸送コストが多額である点、また、

地域格差が是正されないとならない点、無人島の

増加の抑制、人口の大幅減少の防止、定住の促進

ということが明記されました。 

 基本方針の中には、就業でありますとか、介護

でありますとか、エネルギー、人材に関する項目

が追加されるとともに、先ほど触れました移動費

用の低廉化でありますとか、弱者として妊婦の通

院でありますとか、そのような区分が基本方針の

中に項目的に明記されたところでございますし、

３番目にございますが、離島振興法を代表されま

す、こういう助成制度のほか、税制面の拡充もさ

れたところであり、議案第８９号にも、その関係

の改正条例を提案させていただいたところであり

ます。 

 基本的には、これらの三つの整理によりまして、

自立的発展の促進でありますとか、生活の安定、

福祉の向上、地域間交流の促進というものが今回

の改正において力点が置かれた点でございます。 

 そして、実際の離島振興計画につきましては、

参考のところに書いてありますが、第４条第３項

におきまして、案を市町村が都道府県に出しなが

ら、最終的に調整をした結果、県が振興計画を策

定する流れとなったところでございます。 

 その振興計画の改正の主なものとしまして、

２に６項目の追加がありますけれども、①から⑥、

読み上げませんが、①におきましては、運賃輸送

コストの低廉化という取り組みが、②の雇用関係

につきましては、観光、医療、福祉面での雇用で
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ありますとか、６次産業化等による雇用の確保、

所得の向上というものが、この項目に該当する点

でございます。 

 また、３番目、介護の分野につきましては、介

護サービス基盤の整備でありますとか、地域包括

ケア、介護予防等の項目が、ここに充実されてお

ります。 

 また、４番目、自然環境の分野におきましては、

後ほど説明いたします国定公園化のほか、各種の

法規制、啓発等の手続が、ここに項目として整理

されております。 

 また、５番目、本市も進めておりますが、再生

可能エネルギーの導入、エコアイランド化、ガソ

リン価格の低廉化など、ＣＯ２削減という意味でご

ざいますが、そういったものがこの５番目の項と

して整理をされております。 

 また、６番目につきましては、人材の確保、育

成という大きなくくりになりますけど、観光分野、

福祉分野、教育分野、またＮＰＯ等におきます人

材の育成というものが計画内容に盛り込まれたと

ころでございます。 

 めくっていただきまして、先ほど、助成制度に

代表されます活性化交付金の話をいたしましたが、

３番目に書いてありますとおり、左側には盛り込

まれた事業分野を書いてありますけれども、真ん

中に事業名と書いてありますが、基本的には既存

の補助制度事業に加えまして、網をかけました離

島活性化交付金なるものが、それぞれの分野で散

りばめられ、また中段になります離島の妊婦の健

康診査の受診及び出産に関する支援、これは地方

財政措置といたしまして、交付税等による措置等

が講じられ、活用されようとしている点でござい

ます。 

 以上にように、事業に対して新規の事業等が盛

り込まれて支援されることとなっております。 

 次に、５ページの４番になりますけれども、こ

こは税制上の措置ということでございます。 

 企業・港振興課の関係もございましたけれども、

基本的には改正によりまして、個人、法人の方が

甑地域におきまして、設備の投資をしたときに、

国税におきましては、割増償却が可能になります、

５年間。 

 地方税に関しましては、県税のほか市におきま

すと固定資産税の課税免除が３年可能となり、

５００万円以上の投資をした場合、資産取得をし

た場合は、それが課税免除という形になりますの

で、その措置がなされるということでございます。 

 留意点のイに書いてありますとおり、地方税の

課税免除分につきまして、固定資産ですけれども、

交付税の減収措置が講じられるということになっ

ておりますので、申し添えたいと思います。 

 また、ウの期日につきましては、議案第８９号

の本市工業開発等の促進条例の改正を意味するく

だりでございます。 

 次に、６ページ、７ページになりますが、１番

の支援制度の中で、離島活性化交付金を特筆し記

載してございます。 

 目的につきましては、もう言わずもがなになり

ますけれども地域活性化の推進、定住の促進とい

うことを目的に整理されておりまして、（２）に

なりますが、事業主体につきましては、市町村で

も構いませんし、一部事務組合、実際的にはあり

ませんので、市町村でも構いませんし、民間団体

でも構いません。括弧のとおりでございます。 

 また、対象の事業は後ほど触れますが、三つの

事業になっており、補助率につきましては、市町

村等がする場合は２分の１、民間団体等がする場

合は、市が出す分だけ国も出してくれまして、仮

に市が３分の１出しますと、国の３分の１を足し

まして、実質的には３分の２の補助により事業は

できるというものでございます。 

 期間としては３年とし、留意すべき事項としま

しては、民間団体が実施する場合は、市を含みま

す活性化協議会が主体となるようなくだりが、ま

たイを飛びましてウになりますけど、成果目標と

いうことで、確実に補足しなさいよということが

ございます。また、エにおきましては、新規事業

に限る、特にソフトの新規事業に限るというよう

な制約が入っております。 

 次に（３）になりますけれども、三つの事業で

ございますが、定住促進の分野におきましては、

①のア部分、雇用の拡大につきましては、特産品

の開発でありますとか、販路の拡大が。 

 イの戦略産品の移出に係る輸送支援の実施とい

いますのは、コスト低廉化の話を先ほどいたしま

したが、これに対応し上の留意事項にございます

が、イのところにありますけど、戦略産品を３品

目選んで、それの甑の港から、今で言いますとい
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ちき串木野の港に搬送する場合の輸送費の支援と

いうのが、この制度の中に組み込まれております。 

 そのほか、定住関係では、定住の誘引事業とし

まして、空き家バンクの関係でありますとか、ア

ンテナショップ等の設置などもここのくだりに入

っております。 

 そのほか、交流促進事業、安全・安心向上対策

については、①から③、①、②のごらんのような

項目に対し、制度が活用できるという形になって

おります。 

 今現在どうなっているかといいますのが７ペー

ジでございまして、（４）でございますが、国に

対しまして、今、三つの事業を上げさせていただ

いております。 

 一つが甑島交流促進事業としまして、二つに分

かれますけれども、平成２５年度当初予算、観光

シティ・セールス課で措置しました事業のうち、

新規着手というふうに説明のできる分野を二つ選

び出しました。これがシティセ一ルスプロモーシ

ョン事業として、事業主体は市でございます。 

 また、エージェント・メディア等招聘事業につ

いても事業主体は市として、ごらんの事業を展開

するため、１，０００万円以上の事業になります

けど、国の補助金については、その半分という形

での考え方を持っております。 

 また、今回の活性化の目玉となりますものは、

甑島産業活性化事業（輸送支援事業）ということ

で、島外移出産物のうち３品目を戦略産品としま

して、海上輸送費の補助を行う考え方でしており

ます。 

 なお、欄外に書いてありますとおり、戦略の産

品の最終的な選定、また、事業主体が民間団体で

あるということから、活性化協議会の設定につい

て、現在、調整中であり、整理がつき次第、予算

化させていただきたいというふうに考えておりま

す。 

 加えまして、離島活性化交付金につきましては、

国の予算のほうが１０億円措置されまして、枠的

にまだ余裕があることから、二次的な募集等も想

定されますので、知恵を出してそれに盛り込みた

いというふうに考えているものでございます。 

 以上が、振興計画活性化交付金等についての概

要でございます。 

 次に、８ページからになります。 

 甑島県立自然公園の国定公園化についてでござ

います。 

 既に、新聞紙上で御存じのとおり、県におきま

して国定公園化に向けた作業が進んでおります。

薩摩川内市としての、これまでの取り組みにつき

ましては、下段に平成１９年から平成２４年とい

うことで、逆に書いてありますとおり、長目の浜

の調査事業を発端に平成２４年には県におきまし

て、国定公園化に向けた自然資源の調査がなされ

ておりますが、今後につきまして、２になります

けれども、県においていろんな手続が進んでまい

ります。 

 現在、（１）の公園区域案の検討、公園計画の

素案の作成の準備がなされており、先日、受注事

業者につきましても、現地に入ったところでござ

います。 

 今後、市のほうとの調整も行いつつ、地元の説

明会も行った上で、最終的には県の手を離れます

のは、環境省への申し出によって手を離れますが、

その後におきまして、国は環境省の計画案をつく

り、パブリックコメントをしながら、中央の環境

審議会の諮問・答申を経まして、最終的には国定

公園の指定の告示ということにより、指定がなさ

れるものというふうに考えているところでござい

ます。 

 県におきましては、ここまでの作業を２６年度

末までにというふうなことで聞いておりますが、

個々それぞれの項目の細かなスケジュール等につ

いては、見え次第いろんな対応をとっていきたい

と思っております。 

 次に、９ページでございますが、３の公園計画

についてでございますけれども、真ん中から上の

自然公園の下に三つの国立公園、国定公園、県立

自然公園とありますけれど、自然公園は、この三

つの公園によって構成されており、現在、甑島は

県立自然公園でございまして、昭和５６年１０月

に２，４５９ヘクタールと指定されたところでご

ざいます。 

 今後、進みます公園計画の概要をかいつまんで

説明させていただきますと、左側が規制に関する

もの、右側が利用に関するものというふうに御理

解ください。 

 その中で規制に関しまして、保護規制計画とい

うことで、詳細には裏面に、それぞれの保護地区
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の内容等が書いてありますけれども、区域の指定

を行う作業がございます。これは、特定の地域に

おきましては、許可届け出によりまして、いろん

な行為ができるという、この規制に関するもの。 

 右側の事業計画の下にあります施設計画は、利

用施設計画というふうに言われているもので、今

後、自然公園の利活用や整備等を図る上で、施設

の特定を行う作業が、ここに入ってきているもの

でございます。 

 めくっていただきまして、具体的な規制計画の

中の指定の部分になりますけど、厳しい順にいろ

いろ書いてございますが、①から④、特別保護地

区、特別地域、海域公園地区、普通地域とありま

すが、今、県立自然公園の中で申し上げますと、

②と④の指定がなされております。 

 今後、国定公園の作業が進められていく中で、

①、③が該当する云々につきましては、今からの

調整次第というふうになっておりますが、許可、

届け出の関係を申し上げますと、④の普通地域は

届け出により、①から③については許可により、

その行為が認められるという形になってまいりま

すので、詳細な動きを見ながら対応させていただ

きたいというふうに考えております。 

 このように、公園計画の区域の指定や施設計画

等が進められていきますので、県の進捗にあわせ

て市も必要な対応をとっていきたいというふうに

考えております。もちろん地元の説明会等につき

ましても、市も関与し対応してまいります。 

 最後になりますが、４番目につきまして、今後

の取り組みということで、計画指定にかかわりま

す法に定められた手続以外に、市としましては、

県立公園を国定公園化することでアピールできる

ポイントを上げ、地域の振興に役立てていくとい

うことも一面としてございますので、２５年度は

説明会、シンポジウム等島民の機運の醸成などに

関します具体的な取り組みのほか、観光プロモー

ション等に関します勉強会、人材育成に向けた環

境整備等を、２５年度検討し必要な部分について

は予算化させていただきたいというふうに考えて

おります。 

 また、２６年度につきまして、国定公園の指定

というのが明らかになって見えてまいりますと、

記念イベントでありますとか、これに関します、

いろんな環境の整備等につきましても予算化した

いという考え方で、今、検討しているところでご

ざいます。以上で終わります。よろしくお願いい

たします。 

○委員長（佃 昌樹）二つのことを同時に報告

をしていただきました。 

 これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（谷津由尚）戦略産品は、どこが検討さ

れているんですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）今、事務を進め

ております、代理のほうから説明をさせます。 

○課長代理（古里洋一郎）今、戦略産品の選定

につきましては、企画政策課のほうで行っており

ます。 

 現状でございますけれども、現在、実態の調査

をしようということで、甑島漁業協同組合、商工

会、あとその他企業につきまして、ここ数年の島

外への出荷額、出荷量について調査しているとこ

ろでございます。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の発言を認めます。ありませ

んか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 ここで協議会に切りかえたいと思います。 

～～～～～～～～ 

午後４時２分休憩 

～～～～～～～～ 

午後４時８分開議 

～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹）それでは、本会議に戻し

ます。 

 以上で、企画政策課を終わります。御苦労さま

でした。 

────────────── 

   △行政改革推進課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、行政改革推進課の

審査に入ります。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）所管事務調査を行います。 

 当局から所管事務について報告をしてください。 

○行政改革推進課長（内田泰二）それでは、お

手元の資料の１１ページをお開きください。 
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 市政改革等の取組状況についてということで、

報告をさせていただきます。 

 まず、本年度の取組状況でございます。一部、

２４年度の実績を含んでおりますけれども、まず

一番目が部局・支所経営方針を策定しております。

２４年度の振り返りと今年度分の方針を公表する

予定で今、準備を進めているところでございます。 

 それと、次の２番目が２５年度の組織機構の見

直しでございます。２５年４月１日に六次産業対

策監の新設と工事検査監の廃止を行っております。

現在の課・室の数は、ここに書いてあるとおり

２５年は１０部７３課８室となっております。 

 次に、定員適正化の推進でございます。これは

合併時からの一覧表をつけてございますけれども、

この一番下の段を見ていただければ、２５年４月

１日現在の数字を並べてございます。まず、職員

の実数でございますけれども１，１０８名、定員

適正化方針値が１，１４１名となっておりますの

で、現在で３３名減のスピードでまいっていると

ころでございます。嘱託員、あと臨時の職員の数

については、もう表のとおりでございます。 

 それと、新規採用は本年４月は１３名となって

おります。内訳はごらんのとおりでございます。 

 次が、４番目がＳＭＡＲＴ作戦といたしまして、

これは昨年度の事業でございますけれども、ＳＭ

ＡＲＴミーティングを実施しております。これは、

グループ長以下の職員と行政改革推進課の職員と

の職場の課題等を出してもらう意見交換の場でご

ざいます。 

 それと、次の５番目が事務改善提案の募集とい

うことで、これも昨年度の事業でございますけれ

ども、全職員に対しまして事務改善の提案を募集

しております。提案件数が５件ございまして、う

ち３件を採用しております。 

 一つ例を申し上げますと、会議時の資料のペー

パーレス化というような提案を出していただいて

おります。３件のうちの２件は、もう早速、今年

度から実施しているところでございます。 

 資料を開けていただきまして、１２ページにな

ります。 

 ６番目の事務事業評価制度の実施ということで、

事務事業の外部評価を行っております。この事業

は平成２３年度から実施しておりますけれども、

本年度も行政改革推進委員会の委員の皆様に外部

評価をしていただくことで準備を進めております。 

 それと、昨年まで財政課で行っておりました補

助金等評価事業のほうも、本年度から行革推進委

員会のほうであわせて実施することになっており

ます。 

 次の７番から９番、権限移譲プログラム、地域

主権改革、総合支援型窓口の構築が３項目ござい

ますけれども、こちらのほうは、昨年１２月の委

員会のほうで説明させていただきましたので、そ

の後の変更点のみとさせていただきます。 

 ８（３）地方分権の第３次一括法が今月６月

７日に成立しております。６月１４日に公布され

ておりますけれども、本市に関係する分につきま

しては、現在、県のほうから調査依頼があり、関

係課のほうに確認をしているところでございます。 

 それと、最後の１０番、内部情報システムの更

改ということで、これは昨年度の事業でございま

したけれども、職員がパソコン上で使っておりま

す文書管理、庶務事務電子決裁等のシステムの更

新がございました。経費削減を図って、新たなシ

ステムを入れたところでございます。 

 以上で説明を終わらせていただきます。よろし

くお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、行政改革推進課を終わります。御苦労

さまでした。 

────────────── 

   △コミュニティ課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、コミュニティ課の

審査に入ります。 

 ここで、職員の紹介をお願いします。 

○コミュニティ課長（十島輝久）４月１日付の

異動で、グループ長以上につきましては、私一人

が異動でまいりました。紹介させていただきます。 

 コミュニティ課長の十島です。よろしくお願い

します。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは。所管事務調査

を行います。 

 当局から、所管事務について報告をしてくださ
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い。 

○コミュニティ課長（十島輝久）資料の

１３ページをお開きください。 

 第３期地区振興計画の策定についてということ

で資料を添付しております。読んで説明をさせて

いただきます。 

 今年度は、第２期の地区振興計画、平成２２年

度から２５年度の終了年度となり、第３期、平成

２６年度から平成３０年度までの５年間の計画を

策定する年度となっております。 

 この計画につきましては、自治基本条例の中で

もうたわれておりますとおり、市民がそれぞれの

役割と責任を認識し、協働してまちづくりを進め

ていく上で重要な計画となっております。 

 次に、下のほうの枠は、自治基本条例の第

２４条を抜粋しております。 

 次に、地区振興計画で行う計画策定についてと

いうことで、今後の地区コミュニティ活動やまち

づくり活動の方向を明らかにしながら、前回の計

画を振り返りつつ、それぞれの地区の現状や課題

に応じた計画の策定を行ってもらうものでござい

ます。 

 ２番目は、市が行う支援です。円滑な策定作業

が行えるよう各地区に、原則として課長級の市職

員を１名ずつ、地区振興計画改定支援員として配

置しております。 

 ３番目、策定のスケジュールでございます。 

 ５月に市職員の地区振興計画改定支援員として、

５月１日に任命をしております。５月７日、

１７日、３０日に、それぞれ４８地区コミ主事及

び市職員の改定支援員、コミュニティ会長に説明

を行っております。 

 説明以降、来年３月まで地区コミで協議をして

いただき、計画を策定していただくことになりま

す。 

 なお、本年１０月でございますが、１次提出と

して現状・課題・重点課題等を抽出して、１回出

してもらうこととしております。最終的に来年

４月末に、各地区の総会で承認後に２次提出とい

うことで決定稿を提出していただくこととなって

おります。以上で説明を終わります。よろしくお

願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（帯田裕達）地区の支援員として課長級

をつけるということですが、この課長級は、その

地区の出身の方とか、その地区に近い方が任命さ

れているんでしょうか。 

 もう全く関係なくて、課長級の人がついている

ということでしょうか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）原則的には、

地元の方を優先して、やはりあの地域をよく御存

じですので、そういう形をとらさせてもらってお

ります。 

 ただ、ゴールド集落の支援員というのも、地区

コミに課長が配置されておりましたので、そちら

が重複することになりますので、ゴールド集落の

支援員で張りついていた課長を優先的に、残りの

方については、また、新たに指名をしたという状

況でございます。 

 なお、地区のほうには地元出身の課長級の職員

がいらっしゃらなかったりしますので、ちょっと

違う人が入っているケースもあります。以上です。 

○委員（帯田裕達）了解です。 

○委員（谷津由尚）コミュニティ課の、今から

先の責務というか、そういうのを考えたときに、

私は大変重いと思います。 

 つまり、各地区コミが４８あるんですけれども、

将来にわたって、その地区コミに何を望むのかと、

そのために何を与えて何を育てるのかというビジ

ョンをきちっと持ってないと、恐らく今から先の

コミュニティの育成という面に関しては、いつも

どん詰まってしまうんじゃないかなと思うんです。 

 例えば、コミュニティビジネスとか、今から市

の行政の機能としても６次産業ですとか、次世代

エネルギーですとか、いろんなパターンが出てく

るはずなんです。そういうのはコミュニティ課の

ほうで、ある程度、先行した考えを一部では持っ

ておかないと、結局はもう後、後手後手になって

しまったら、コミュニティ課の機能というのがな

くなってしまうんじゃないかと思います。その辺

については、どのように今お考えですか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）コミュニティ

協議会のこれからのということで、御質問でござ

いました。 

 確かに、これまで合併して９年目になりますか

ね。コミュニティ協議会、いろんな事業をする中
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で、ある程度の一定の活動は定着してきたのかな

という気はしております。組織的にも、ある程度

定着してきたかなという気ではおります。 

 ただ、今後じゃあさらなる発展をとなった場合

に、じゃあコミュニティのほうでどれだけできる

かというのも、今の段階でどういうふうにしてい

くかというのは、今、地域で一番言われておりま

すコミュニティビジネス、地域資源利活用という

ことで、本年度、新しくそういう事業を立ち上げ

て、２地区を指定して、各地区に――吉川と滄浪

に入ることに予定しているんですが、そちらのほ

うで地域資源を活用した形で、より活動を活性化

するような形ができないかということで、ＮＰＯ

法人を入れて模索する事業を開始しております。 

 来年も２地区を予定しておりまして、それら等

をする中で、今後、さらなる地区コミュニティ協

議会の求めるもの、どういうものがいいのか模索

していきたいなという感じではおります。 

 来たばかりで、余りまだ先のことをはっきり言

えない部分もあるんですが、当面、その事業、二

つを使って、今後、どういうふうにしていくかと

いうのは検討していきたいと考えております。以

上です。 

○委員（谷津由尚）課長、来られたばかりです

ので、ぜひ今のうちに、そのシナリオをつくって

ほしいんです。 

 ２地区でいいんですよ、成功体験を広げていけ

ばいいんですけど、最終的には４８コミュニティ

に、ここにはこれ、ここにはこれ、こういうふう

にしたいという、シナリオがないと全体を見て、

それをどう波及させるかという構図がないと、こ

れうまくいかないんです。それ今つくるべきなん

です。今スタートですから、今つくって、それを

やはりもうずっと継承していくということを、常

にローリングしながら継承していかなければなら

ないんですが、そのことをやっぱり徹底していた

だきたいと思います。以上です。 

○委員長（佃 昌樹）意見です。 

 ほかございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、コミュニティ課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

   △情報政策課の審査 

 次に、情報政策課の審査に入ります。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）所管事務調査を行います。 

 当局から、所管事務について報告ございますか。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）情報政策課でご

ざいます。 

 所管事務調査につきまして、委員会資料はござ

いませんが、今年度実施の２件の事業について報

告いたします。 

 １件目は、地上デジタル放送受信のための対策

に対する共聴組合の助成事業ですが、平成２１年

度から事業を行い、本年度新たな１地区で事業を

完了する予定です。共聴組合への助成は、５年間

で延べ３４施設６２０世帯への対策を完了する予

定であります。また、国が直接補助を行います個

別対策事業につきましては２０１地区、９０６世

帯で対策が完了し、進捗率９８．５％の報告が国

から来ております。 

 この事業につきましては、全対策が完了後に最

終報告といたしまして、１２月議会の委員会で詳

細に報告させていただきます。 

 ２件目は、公衆無線ＬＡＮ、フリースポット整

備事業につきまして、地区コミ、公共施設、本庁、

支所、無線ＬＡＮ機器を整備いたします。これに

より個人が所有する携帯電話、スマートフォン、

パソコンでインターネットに無料で接続できる

サービスを１０月から運用開始する予定で事業を

進めております。 

 これにつきましても、詳細は１２月議会、委員

会で報告させていただきます。以上で報告を終わ

ります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）これより質疑を行います。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、情報政策課を終わります。御苦労さま

でした。 

────────────── 

   △広報室の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、広報室の審査に入

ります。 

────────────── 
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   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）所管事務調査を行います。 

 当局から、所管事務について報告をしてくださ

い。 

○広報室長（小原雅彦）広報室からは、３点の

報告があります。 

 初めに平成２５年度まちづくり懇話会の計画に

ついてであります。 

 資料は１４ページです。懇話会は、２４年、

２５年度で市内を一巡いたします。昨年度、

２４年度に里、上甑地域を除く旧川内市以外で開

催いたしましたので、今年度、旧川内市地域と里、

上甑地域で開催するものです。 

 今年度実施に当たり、学校再編等がございまし

ので、地区割をどうしていくのかといったような

御意見等がございました。 

 対象地区のコミ協会長さん方に御意見を聞きな

がら調整いたしました結果として、ごらんのとお

りの開催地区割となったものであります。変更と

なったのは、２３年度に旧高城西中、平成中校区

１会場で開催しておりましたが、７地区コミ協が

ございましたので、時間的に制約が大きかったこ

とから、今回、水引・湯田・西方と平成中校区に

分けることとしたものであります。 

 次いで、市政モニターであります。市政に関す

る市民の意見を聞くため、市政モニター制度を設

けておりますが、今年度はごらんのとおり、公募

４７人、コミ協推薦４８人の合計９５人に委嘱を

いたしました。男女別、年代別につきましては、

内訳がごらんのとおりでございます。年代的には、

６０代が最も多くなっております。 

 最後にラジオ広報についてであります。ＦＭさ

つませんだいへのラジオ広報委託によります４月、

５月の放送回数について、４月は朝２６回、夕方

に３０回、５月は朝２７回、夕方３１回の市政情

報について、放送をしたところであります。 

 なお、ＦＭさつませんだいへも４月から報道機

関として、川内記者クラブ同様、プレスリリース

など、そういった情報提供を行っているところで

あります。 

 以上で、広報室の説明を終わります。よろしく

御審査くださるようお願いいたします。 

○委員長（佃 昌樹）広報室の説明が終わりま

した。 

 これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（森永靖子）所管が違うかもしれません。

このラジオについては、一般の人がお願いすると

きには、お金が要るんですか。 

○広報室長（小原雅彦）ＦＭさつませんだいが

パッケージで持っております。要するに有料で売

り出している、その放送媒体の料金に基づく、こ

まがございます。 

 通常、例えば民間企業の営業に資する場合、そ

うしたもので、これは必ず放送をしてもらえる分

ですが、それは有料でございます。 

 例えば、ＣＭだと、Ａタイムは２０秒で

５００円とか、そういう料金を払って放送しても

らうような形になります。 

 不定期的というか、読んででもらう、もらわな

いの判断は、もう完全にＦＭさつませんだいに任

せるもの。であれば、例えばそれぞれファックス

であったり、それからメールで、こういう情報の

提供をいたしますという形でやる場合もございま

す。そちらについては、ＦＭさつませんだいの判

断で放送いたします。 

 公益的なものでございましたら、例えば、そう

いう広報室のほうでも御一報いただければ、放送

を必ずさせるかどうかわかりませんけれども、私

どもも、ＦＭさつませんだいとは、不定期ですが、

話をしたりしておりますので、御一報いただけれ

ば、公益的なものについては情報提供し、放送し

ていただけるような段取りも持ってはおります。

以上でございます。 

○委員（森永靖子）ここの広報室かどうか迷い

ましたけれども、女性団体で７月７日に行う婚活

イベントをポスターごと持っていって説明を書い

て、もう５日ぐらいになるんですが、なかなか放

送がないもんですから、お金払ってなかったから

かな、放送がなかなかなくて、皆さんが、まだか、

まだかって待ってるんですけど、その方法をわか

らずにでしたので、またもう一回、お願いしてみ

たいと思います。知恵をかしてください。 

○委員長（佃 昌樹）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、広報室を終わります。御苦労さまでし

た。 
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────────────── 

   △新エネルギー対策課の審査 

○委員長（佃 昌樹）次に、新エネルギー対策

課の審査に入ります。 

 ここで協議会に切りかえます。 

～～～～～～～～～     

午後４時３２分休憩 

～～～～～～～～～ 

午後４時３６分開議 

～～～～～～～～～ 

○委員長（佃 昌樹） 

 ここで、本会議に戻します。 

────────────── 

   △所管事務調査 

○委員長（佃 昌樹）それでは、所管事務調査

を行います。 

 当局から所管事務について、報告がございまし

たらお願いします。 

○新エネルギー対策課長（久保信治）資料は

ございますが、次回、９月議会で御説明したいと

思います。 

○委員長（佃 昌樹）その他、一般的なことに

ついて、所管事務に関することで委員の皆さんご

ざいますか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）質疑はないと認めます。 

 以上で、新エネルギー対策課を終わります。御

苦労さまでした。 

 当局は、長時間御苦労さまでした。 

────────────── 

△委員会報告書の取扱い 

○委員長（佃 昌樹）以上で、日程の全てを終

わりましたが、委員会報告の取りまとめについて

は、委員長に御一任いただくことに御異議ありま

せんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）異議なしと認めます。 

 よって、そのように取り扱います。 

────────────── 

   △閉会中の継続調査及び委員派遣 

○委員長（佃 昌樹）次に、閉会中の継続調査

の申し出、現地視察についてなんですが、閉会中

の現地視察の実施について申し上げます。 

 川内港の高速船待合所の予定地などの川内港の

整備状況及びコンテナの取扱状況などについて、

７月中に現地視察を実施したいと考えており、日

程、調査内容については調整が必要となりますの

で、正副委員長に御一任いただきたいと考えてお

ります。 

 このことについて御意見ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）川内港の、まだ今の時点

では草っぱらになっていたりしますけれども、一

応、浮き桟橋の位置とか、それから、建屋の位置

とかということを含めて、コンテナの取り扱いに

ついても見てくれというような要請もございます

ので、正副委員長に時期は任せていただきたいと

思います。 

 それでは、閉会中の継続審査。 

○委員（森永靖子）だいたいこの時期というあ

れはないですか。 

○委員長（佃 昌樹）７月中ということで考え

てはいるんですが。 

○委員（森永靖子）上旬、中旬、下旬とか、お

任せします。 

○委員長（佃 昌樹）希望があったら今のうち

おっしゃってください。いつごろだったらという。 

○委員（帯田裕達）下旬は会派の政務調査が入

ってなかったですか。 

○委員（谷津由尚）いつですか。 

○委員（帯田裕達）７月の末、何か、２９、

３０、３１とか、その辺。 

○委員長（佃 昌樹）７月の末、政務調査が入

っているわけですね。 

○委員長（佃 昌樹）ほかのところありません

か。 

○委員（森永靖子）３１日、１１月１日、２日。 

○委員長（佃 昌樹）いいですか。 

 それでは、７月後半はちょっと無理ということ

みたいですので、その辺は希望が、後半無理とい

う希望ですので。 

○委員（森永靖子）後半って、会派は３１日だ

って。 

○委員長（佃 昌樹）うん、だから最後の週ち

ゅうことですね。 

 では考慮します。お任せください。 

 それでは、閉会中の継続審査及び委員派遣につ

いて、一括してお諮りします。 
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 閉会中の継続調査については、お手元に配付の

とおり、議長に申し出ることとし、また、現地視

察については、その委員派遣の手続を正副委員長

に御一任いただきたいと思いますが、そのように

取り計らうことに御異議ございませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（佃 昌樹）御異議ないと認めます。 

 よって、そのように取り扱います。 

────────────── 

   △閉  会 

○委員長（佃 昌樹）以上で、企画経済委員会

を閉会いたします。 

本日は、大変御苦労さまでした。 
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受 理 番 号 陳情第 ４ 号 受理年月日 平成２５年 ６ 月 ６ 日 

件 名 電源立地地域の薩摩川内市に総合研究所立地についての経過の現状と今後についての陳情書 

陳 情 者 

薩摩川内市御陵下町２６番５４号 

北鹿児島電源立地地域総合研究所立地推進協議会 

会長 上園 一紀 

要          旨 

私たち北鹿児島電源立地地域総合研究所立地推進協議会（以下「協議会」という。）は、国策で原発のある薩 

摩川内市の東郷町の鹿児島県果樹試験場（元県立東郷高校あと）を中心に、国を中心とする〔政・民・学（公立・ 

私立）・産（大・中・小）・官〕新エネルギー、農林水産業などの基礎、応用、実証を含む総合研究所を立地（

設立）することにより、企業が生まれ、広域的雇用の場が確立し、夢と誇りを持てる明るい地域と日本国の再生

ができ、広く地域社会に対して計りしれない期待・貢献・寄与ができるものと確信し、平成８～９年前後より永

年にわたり広く民間人ができる県民運動と陳情をしてきました。鹿児島県議会への陳情書も３回目の継続審議と

なっております。（陳情書第３０２７号） 

今回、伊藤知事への陳情書に対して（エネ政第４９号平成２５年５月１３日）の回答は、以下のとおりです。 

陳情書について（回答） 

さきに「原電立地地域の薩摩川内市に総合研究所立地についての経過（平成２４年の衆議院議員選挙の自民党

政権公約（Ｊ－ファイル２０１２）の７項目のエネルギー政策２０２（３５ページ）に「原子力立地地域におけ

る地域振興に関する研究体制の整備」）、の現状と今後についての陳情書」をいただきましたので、下記のとお

り回答します。 

記 

現在、国においては、社会・経済活動を維持するための電力を確実に確保するとともに、原子力に依存しなく

ても良い経済・社会構造の確立を目指すことをエネルギー政策の基本的な方針としているものと承知しておりま

す。 

こうした中で、原子力立地地域における地域振興に関する研究体制については、自民党の「政権公約Ｊ－ファ

イル２０１２」において整備についても記載されているところであり、県としては、今後とも引き続き国の動向

を注視してまいりたいと考えております。 

と、伊藤知事より回答をいただいております。 

以上の懸案は、東京の自由民主党本部の政権公約で、私たち協議会が永年にわたり、自由民主党元幹事長古賀

誠先生をはじめ、皆様に陳情してきたことが全て基本になっております。 

内容は、「原子力立地地域の経済が原子力発電所等に雇用の面を含め経済的に大きく依存している状況に鑑み、 

今後のわが国のエネルギー政策における原子力の位置付けが同地域の将来に大きな影響を与えることは間違いあ

りません。地域の「あり方」を早期に模索し、あらゆるエネルギー政策にも対応できるよう地域振興のあり方を

検討する必要があります。そこで、今後の「あるべき原発立地」や「地域振興のあり方」等を模索するため、産 

学官の連携の下、研究体制を整備する一環として、「原発立地地域振興研究センター」（仮称）を設立します。」 

と記載していただきました。 

私たち協議会の立地運動（全体）と自由民主党政権公約の経過については、別紙①のとおりであります。 

平成２４年７月１６日に、今回の陳情の件で自由民主党森山裕県連会長にお会いした時、私ども協議会へのご

指導は、「総合研究所の事業の中の一つの事業として、農林水産業の総合研究、鹿児島県を含めた日本の地域ご

との特性を生かしたエネルギー生産の推進として、「地域のエネルギーは地域で生産し、そのインフラを地域で

管理する。」ことを実施し、静脈（じょうみゃく）バイオマス燃料の研究開発の推進を実施して「地球温暖化へ

の対応」が急務であること。また、家畜の排泄物（糞尿）や、焼酎カス等を利用したメタンガス生成による燃料

の研究（南九州は畜産地帯であり、家畜数から計算すると、南九州の家庭の燃料を確保できる）や、野山の野草
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や、間伐材からセルロースを生成して燃料を作る研究（ブラジル・アメリカ等はトウモロコシを原料とした燃料

が使われているが、世界的に食糧不足の中で穀物を燃料化するのは賛成できない）が急務であること。これこそ

が地域社会の再生であること。」といわれました。まったく私ども協議会が、薩摩川内市・鹿児島県・市議会・

県議会に陳情してきた考え方の基本に立った、ご指導でありました。 

私ども協議会が考えますには、薩摩川内市議会も２回陳情を否決され、薩摩川内市長もあくまで薩摩川内市と

九州電力（株）とによる研究所であり、私ども協議会とは考え方が基本的なところで大きく違っております。 

私ども協議会は、あくまで国策である原発が薩摩川内市にあり人口が毎年減少し、農林水産業は衰退し、今後

１０年２０年のなかで原発の廃炉という現実に直面した時、まったく先が見えない北鹿児島地域であります。 

平成２４年１２月の衆議院選挙自由民主党の「政権公約Ｊ－ファイル２０１２」エネルギー政策の２０２項に

「原子力立地地域における地域振興に関する研究体制の整備」を掲載いただきました。今後は立地の実現に向け

て、より具現化した研究施設の機能や効果を明確にする必要があります。 

私たちの目指す研究施設は、２１世紀における鹿児島県の基盤産業である農林水産業や、新エネルギー形態へ

のアプローチが急務となっている昨今、これらの新しい技術を研究・応用・展開することを通し、あらゆる業種

の雇用を生み出すと共に地元に新たな産業の創出を目的とするものでございます。 

具体的には、 

１ 研究フェーズは基礎、応用、実証の３段階が中心。特に第１次産業（農林水産業）への〔政・民・学（公立・ 

私立）・産・官〕応用展開ニーズを確立するものであること。 

２ 新技術が市民生活に直結し、経済浮揚、そして雇用拡大に寄与できるもの。 

３ 基礎研究から応用展開までを一体的に推進するための産・学・官・民の組織を形成する 

ことで地域再生を基本とし、お互いの技術流用の間口の拡大と流動人口増加が図れること。 

４ 応用展開する事業の優先順位を明確にした上での基礎・応用・実証を進める。 

５ 応用・実証フェーズでは、これを推進する産業（事業者）による運営とし、民間による組織運営ヘシフトす

ることで、スピーディーな実証フェーズを確保できるものとする。 

６ 新エネルギーの種類および研究範囲は、大きく３種類に分けられる。 

⑴ 地元の鹿児島大学をはじめとする九州大学水素エネルギー国際研究センター等との技術流用を行い、水素

エネルギー、および九州近海から採取されるメタンハイドレートの商業化を担うと共に九州、山口県一円の

民間と大学（公立・私立）を含む研究をされたと思う人類の衣・食・住に寄与される物事を取りあげる。 

 （商業化とは、発電・廃熱・熱水を利用した農林水産業への応用展開も含む） 

⑵ 各種燃料電池の大型定置用に対する応用・実証を上記と組み合わせ行えること。 

⑶ 鹿児島県の基盤産業の１つである農林水産業の総合的研究や商業化のためと地域の特性を生かした自然エ

ネルギー研究と薩摩川内市を中心に九州一円の地域再生（コミュニティ）を目指すこと。 

７ この研究施設は、応用・実証に係る産業（事業体）の収益等による、自立した健全経営を基本とし、農林水

産業の持続可能な産業の定着と雇用の創出を図れるものであること。 

８ 〔政・民・学（公立・私立）・産（大・中・小）・官〕を最大限に生かすことでお互いのメリットを生かし

合い、連携を基本（組織）とし、持続可能な雇用、実態経済、文化と地域再生（コミュニティ）に波及効果を

目に見えて及ぼし、薩摩川内市を中心（総合研究所）に九州全体に広がり、日本再生となる組織づくり。 

９ 組織を運営する規約として、物事に対して、お互いを最大限に生かし又、目的のために、 

物事に対して多数決でなく、原理原則に基づき（国民一人一人の生活の豊かさ）短・中・長期的に議論し、話

し合いの場を基本とする一条を必ず加える。 

10 すべての事業の優先順位を含め、国を中心とする各省横断的な総合研究所になるため、初めから所内に目的

のための調整機能の部署を設ける。 

11 今後の研究開発による実用化により、今後の、高度な人間社会の衣、食、住に広く日本を中心にアジア、世

界に必要とされ、雇用と企業（産業）を生み出すことを基本とし、広地域再生を中心とする総合研究所の中身

であります。 
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12 総合的にあらゆる角度から金銭・物品などの使い道や支出した目的や経過などを、第三者機関を設け、透明

性のある組織運営を基本とする。 

13 総合研究所は、大学を含め、学校経営の基本（モデル）となる運営をする。 

14 九州は１つの基本の中、地域主導の総合研究所の設置の為、自立した健全経営を基本とし、国が関与しない

財政や算定の簡素化、透明性などを求め、第三者による会計制度を作り、国への依存から脱却することで地域

再生にあらゆる影響が波及するシステムを作る。 

15 地方が持続可能な経済と文化を確立するため、一層自立可能な仕組みを確立するべき地方が自主的に財源運

営をするための一つとして総合研究所を運営することが基本である。〔政・民・学（公立・私立）・産（大・

中・小）・官〕 

16 国を中心とする総合研究所に見合うと思われる全ての事業と次世代への国家、国民の繁栄と生活向上を目指

すことを基本の１つとする。 

17 薩摩川内市を中心とする市民（国民）が賛同していただくためにも、政争の具にしない。（だれが何をした

かの事実をもって運営する） 

これも、規約の基本の１つにする、と考えております。 

今後の研究開発による実用化により、２１世紀における高度な人間社会の衣、食、住に広く日本を中心にアジ

ア、世界に必要とされ（あらゆる業種のプラント輸出）、雇用と企業（産業）を生み出すことを基本とし、広地

域再生を中心とする総合研究所の中身であります。 

自由民主党政権公約に記載していただいた国策で原発のある薩摩川内市に、国を中心とする総合研究所（国家

プロジェクト）を設立する件について、自由民主党鹿児島県連会長森山裕衆議院議員、自由民主党３区支部長宮

路和明衆議院議員にもご理解いただき前向きに進んでおります。 

つきましては、現政府自由民主党政権公約であります原発のある薩摩川内市に、国を中心とする総合研究所の 

設立について、市議会議員の皆様にご理解とご同意をいただき可決できますように、よろしくお願いいたします。 

薩摩川内市のため、国・県のため、広く私たちの地域再生のために理想とする総合研究所が実現するために、

私たち協議会と共同で、お世話になった方々と国・県と関係機関に陳情をお願いいたします。 

（添付資料省略） 
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───────────────────────────────────────── 

閉会中の継続調査について 

企 画 経 済 委 員 会 

（調査事項） 

１ 企画・情報政策について 

２ 行政改革について 

３ 地区コミュニティについて 

４ 男女共同参画について 

５ 広聴・広報政策について 

６ 商工業振興について 

７ 企業振興、交通運輸について 

８ 企業・港湾振興について 

９ シティセールス・観光政策について 

10 農業・畜産振興について 

11 林務・水産振興について 

12 農業・農村基盤整備について 

13 地域振興施策について 
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